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Ⅰ　計画策定の背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　ここ数年の障害のある人を取り巻く国内外の環境は変化しており、次のような法整備・改正等が行われています。

１　障害者基本法の一部改正
　障害者基本法（昭和45年法律第84号）は、障害のある人の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めたものですが、平成23(2011)年の一部改正により、すべての人が、障害の有無に関わらず、等しく人権を持っているという考え方に基づいて、「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」ことを目指すことが明記されました。また「障害」の範囲に発達障害や難病等が含まれ、併せて、差別の禁止や国際的協調の推進、国民の理解促進と責務等の規定が追加されました。

２　障害者総合支援法及び児童福祉法の施行・一部改正
　障害者基本法の改正等を踏まえて「障害者自立支援法」が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）に改称され、平成25(2013)年４月に施行されました。
　平成30(2018)年４月には、自立生活援助サービス、就労定着支援サービスが創設されました。また児童福祉法（昭和22年法律第164号）が改正され、障害児福祉計画を定めることとなりました。
本法律の施行により、障害福祉サービス等の対象となる障害者の範囲に難病患者等が含まれるようになり、制度の対象となる対象疾病については、当面の措置として、難病患者等居宅生活支援事業の対象となっていた130疾病を対象としていましたが、特定医療費助成の対象となる指定難病の検討等を踏まえ順次拡大され、令和元(2019)年７月には、361疾病となっています。

３　障害者虐待防止法の成立・施行
　権利擁護分野では、平成23(2011)年６月に、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号。以下「障害者虐待防止法」という。）が成立し、障害者虐待の防止のための法整備が図られました。（平成24(2012)年10月１日施行）
これにより、養護者、障害者福祉施設従事者等又は使用者による障害者虐待について、国や地方公共団体、障害者福祉施設の設置者、事業主等に障害者虐待の防止等のための責務を課すとともに、虐待を発見した人に対する通報義務が課されました。
　また、市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」や「県障害者権利擁護センター」が設置されています。

４　障害者優先調達推進法の成立・施行
　国・地方公共団体等からの官公需受発注の増大を目的とした、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号。以下「障害者優先調達推進法」という。）が平成24(2012)年６月に成立しました。（平成25(2013)年４月１日施行）
当法律の成立・施行によって国や地方公共団体等は物品や役務の調達に当たって、障害者就労施設等から優先的に調達するよう努めるとともに、毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達目標を定めた調達方針を作成し、当該年度の終了後、物品等の調達実績を公表することとなりました。
　また、国や独立行政法人等は、公契約について、競争参加資格を定めるに当たって、法定障害者雇用率を満たしている事業者に配慮するなど、障害のある人の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努め、地方公共団体及び地方独立行政法人は、国及び独立行政法人等の措置に準じて必要な措置を講ずるよう努めることとされました。

５　障害者雇用促進法の一部改正
平成25(2013)年６月に、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号。以下「障害者雇用促進法」という。）が改正され、障害者法定雇用率が引き上げられました。（令和３(2021)年３月より、民間企業2.2％→2.3％。国・地方公共団体等2.5％→2.6％、都道府県等の教育委員会2.4％→2.5％）

雇用の分野における障害のある人に対する差別の禁止や、事業主に対し、過重な負担を及ぼさない範囲で、障害のある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための合理的な配慮を講ずることが義務付けられました。（平成28(2016)年４月１日施行）
また、精神障害のある人についても、身体障害のある人や知的障害のある人と同様、法定雇用率の算定基礎に加えることとなりました。（平成30(2018)年４月１日施行）
令和元(2019)年６月には、官民問わず、障害のある人が働きやすい環境を作り、また、すべての労働者にとっても働きやすい場を作ることを目指すことが重要であるという観点から、「障害者雇用促進法」が改正されました。（令和元(2019)年６月14日、同年９月６日、令和２(2020)年４月１日で段階的に施行）

６　障害者差別解消法の成立・施行
　すべての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、平成25(2013)年６月に、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号。以下「障害者差別解消法」という。）が成立しました。（平成28(2016)年４月１日施行）
　これは、障害者基本法第４条に基本原則として規定された「差別の禁止」をより具体的に規定し、それが遵守されるための具体的な措置等を定めたものであり、「障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止」、「障害のある人に対する合理的配慮の不提供の禁止」とともに、差別の解消につながるような支援措置などが規定されており、平成28(2016)年４月には「岡山県障害者差別解消相談センター」を設置しました。

７　障害者権利条約の批准
　差別の禁止を基本理念とした「障害者基本法」の改正、「障害者差別解消法」制定などの国内法が整備された後、日本は平成26(2014)年１月20日に「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」を批准しました。この条約は、障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進するため、障害者の権利を実現するための措置等を規定しています。このことにより、日本において、障害者の権利の実現に向けた取組が一層強化され、人権尊重についての国際協力が促進されることとなりました。

８　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成25年法律第47号）が平成25(2013)年６月に成立しました。（平成26(2014)年４月１日施行）
精神障害のある人の医療に関する指針の策定、保護者制度の廃止、医療保護入院における入院手続等の見直し等が行われ、精神障害のある人の地域生活への移行を促進することとなりました。

９　「難病の患者に対する医療等に関する法律」の成立・施行
　「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」に基づく措置として、難病の患者に対する医療費助成に関して、法定化によりその費用に消費税の収入を充てることができるようにするなど、公平かつ安定的な制度を確立する他、基本方針の策定、調査及び研究の推進、療養生活環境整備事業の実施等の措置を講ずるため、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）が平成26(2014)年５月に成立しました。（平成27(2015)年１月１日施行）

１０　第４次障害者基本計画の策定
障害者基本法に基づき、障害のある人の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本計画である、国の「第４次障害者基本計画」が平成30(2018)年3月に定められ、共生社会の実現に向け、障害のある人を社会参加の主体として捉え、自己実現できるよう支援するとともに、社会的障壁を除去するための障害者施策の基本的な方向が定められました。

また、平成30(2018)年６月、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（平成30年法律第47号。以下「障害者文化芸術活動推進法」という。）、同年10月ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年法律第74号）の施行、令和元(2019)年６月視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律(令和元年法律第49号。以下「読書バリアフリー法」
という。）同年12月、成育過程にある者及び保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（平成30年法律第104号。以下「成育基本法」という。）の施行など新たな法律が施行されました。
このような様々な状況の変化を踏まえ、今回、「第３期岡山県障害者計画」を見直し、令和７(2025)年度を目標年度とした「第４期岡山県障害者計画」を策定することといたしました。

Ⅱ　計画の性格及び位置付け　　　　　　　　　　　　　　　 

１　本計画は、障害者基本法第11条第２項に規定する「都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画」（都道府県障害者計画）として策定するものであり、県の障害のある人のための施策の推進に当たっての基本的な考え方を示して、今後の障害のある人のための施策の総合的な推進を図ろうとするものです。
また、本計画は「障害者文化芸術活動推進法」第８条に基づき策定する「障害者による文化芸術活動の推進に関する計画」として位置付けるものです。

２　本計画は、平成30(2018)年３月に策定された国の「第４次障害者基本計画」を基本として、本県の総合的計画「晴れの国おかやま生き活きプラン」を踏まえたものとなっており、関連する他の県計画との整合性も図っています。
また、今年度実施した障害のある人を対象としたアンケート、及び岡山県障害者計画策定に関する県民意識調査（以下「県民アンケート調査」という）の結果も踏まえて、障害のある人の現状や障害者団体の意見を反映し、岡山県障害者施策推進審議会や県議会に諮りながら策定しました。

３　本計画は、県全体の障害のある人のための施策の基本的方向を示すものであり、障害者基本法第11条第３項の規定に基づく市町村障害者計画策定に当たっての基本となるものです。

４　障害福祉サービス等の円滑な提供を確保するため、障害者総合支援法第89条第１項及び児童福祉法第33条の22第１項に基づいて策定する「岡山県障害福祉計画・岡山県障害児福祉計画」を、この計画の生活支援に関する実施計画として位置付け、両計画が相まって、障害のある人のための施策の一層の推進を図ろうとするものです。

５　本計画の全体構成は、各分野の施策の展開について、現状と課題を分析し、取組の方向性を記載し、計画の着実な推進を図るための「数値目標」を記載します。
　・第１章　総論（基本理念・施策の体系等）
・第２章　施策の展開（現状と課題・取組の方向性） 
・第３章　数値目標　

Ⅲ　計画の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　本計画の期間は、令和３(2021)年度から令和７(2025)年度までの５年間を対象とします。
  ただし、障害のある人を取り巻く施策の変化に的確に対応するため、計画期間中であっても、必要に応じて改訂（又は新計画の策定）を行います。

Ⅳ　計画の推進体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
  県では、今後、本計画に基づき、障害のある人のための施策の充実を図っていきます。また、本計画については、市町村も含め、様々な関係者に周知等を図っていきます。更に、岡山県障害者施策推進審議会において、本計画に定める内容の進行管理や実施状況の分析・評価を行い、必要に応じて、計画の変更や見直し等の措置を講じるものとします。

Ⅴ　計画の基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　すべての県民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現することが重要です。
本計画では、このような社会の実現に向け、すべての障害のある人を、必要な支援を受けながら、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加する主体として捉え、障害のある人が自らの能力を最大限発揮し自己実現できるように支援するとともに、障害のある人の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な障壁を除去するため、県が取り組むべき障害者施策の基本的な方向を定めていきます。
引き続き、前計画を継承した「自立の支援」・「主体的な選択の尊重」・「地域で共生する社会の実現」を３つの施策体系の柱とし、「共生社会」の実現を目指した取組を進めます。

(１)自立の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人が、各ライフステージを通じて社会を構成する一員として人権を尊重され、
その人らしい自立した生活を確保できるよう支援します。
○　就労、スポーツ、文化芸術活動、レクリエーションなどを通じて、一人ひとりの個性と
可能性を生かすことができるよう、社会参加を促進します。　
○　生活の質の向上を図るため、福祉・保健・医療・教育・就労など各分野の連携のもと、
横断的支援を行い、障害のある人一人ひとりの障害特性や生活実態に応じたきめ細かい支
援を提供できるよう体制づくりを進めます。

(２)主体的な選択の尊重　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害者権利条約の理念である障害のある人の自己決定を尊重する観点から、本人が適切
に意思決定を行い、その意思を表明することができるよう、情報提供、教育環境の充実や
意思決定、意思疎通を支援する体制の充実を図ります。
○　障害のある人の活動を制限し、社会への参加を制約しているあらゆる社会的障壁の除去
を進めるために、社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上を目指します。
  
(３)地域で共生する社会の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害の有無にかかわらず、地域で共生する社会を形成していくため、「共生社会」の理念
の普及・啓発を推進し、障害のある人本人の意向を尊重した地域生活への移行を促進しま
す。
○　住み慣れた地域で、安心して生活できるよう、分野横断的支援を行い、障害のある人の
障害特性、障害の状態、生活実態に応じたきめ細かいサービスを提供できるよう体制作り
を進めます。
○　安全で快適な生活ができるよう、心・情報・物の障壁を取り除くため、バリアフリーの
まちづくりを推進します。

Ⅵ　基本的な視点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
障害のある人もない人も、お互いに人格と個性を尊重し、共に暮らし、支え合う「共生社会」の実現を目指すため、障害や障害のある人についての県民の一層の理解と関心を深め、障害のある人の自立と社会参加に関する取組を社会全体で進めることができる体制づくりが必要です。
県としては、各種啓発活動や学校・社会教育、ボランティア活動等の実施、障害のある人とない人との交流・学習機会の提供等を通じて、社会貢献意識の醸成を図りながら、「共生社会」の実現に向けた取組を進めます。

現状と課題
○　第４期岡山県障害者計画の策定に当たって、令和２(2020)年度に県民を対象にした、県民アンケート調査を行いました。概要は以下のとおりです。
	「共生社会」の認知度

	問

	あなたは、障害のある・なしにかかわらず、誰もが社会の一員としてお互いを尊重し、支え合って暮らすことを目指す「共生社会」という考え方を知っていますか。

	答


	　知っている　　　　　　　　　　　48.0％
　言葉だけは聞いたことがある　　　28.7％
　知らない　　　　　　　　　　　　21.5％

	※上記から認知度はまだ低いと考えられます。



	「共生社会」についての考え

	問

	あなたは、障害のある人が身近で普通に生活しているのが当たり前だという考え方について、どう思いますか。

	答





	　そう思う　　　　　　　　　　　　　59.0％
どちらかといえばそう思う　　　　　21.5％　　
そう思わない　　　　　　　　　　　 1.0％
どちらかといえばそう思わない　　 　2.2％　　
一概にいえない　　　　　　　　　　11.6％


	※肯定意見が80.5％、否定意見が3.2％となっています。



	障害のある人との交流

	問

	障害者週間を中心に障害のある人に対する理解を深めるための行事や催しに参加してみたいと思いますか。

	答

	　ぜひ参加したい　　　　　　　　　   6.0％
機会があれば参加したい　　　      60.6％

	※約７割の人が「ぜひ参加したい」又は「機会があれば参加したい」と回答しています。



	障害のある人との交流の有無について

	問

	障害のある人が困っているときに、話しかけたり手助けをしたりしたことがありますか。

	答

	ある　　　　　　　　　　　　　 　 67.9％
ない　　　　　　　　　　　　　　  31.1％

	※「ない」の理由として、「たまたま機会がなかったから」が71.2％と最も多くなっています。



	障害のある人に対する差別の有無

	問

	あなたは、世の中に障害のある人に対する偏見や差別があると思いますか。

	答

	　あると思う　　　　　　　　　　　  53.6％
少しはあると思う　　　　　　　　  37.5％


	※９割の人が偏見や差別が「ある」又は「少しはある」と思っています。



	障害者差別解消法の認知度

	問

	障害のある人もない人も互いに、その人らしさを認め合いながら共に生きる社会づくりを目指すため、平成28年４月からいわゆる「障害者差別解消法」が施行されています。あなたはこの法律を知っていますか。

	答

	知らない　　　　　　　　　　　　　　　                       69.3％
詳しい内容は知らないが、法律ができたことは聞いたことがある    22.9％
法律の内容も含めて知っている　　　　　　　　　　　　　　　　　 4.0％
わからない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3.0％

	※９割の人が法律を知らない、詳しい内容は知らないと回答しています。

	

	発達障害についての社会の理解

	問

	  発達障害について社会の理解は深まっていると思いますか

	答

	深まっていると思う　　　　　　　　　　　　                    6.2％
どちらかといえば深まっていると思う　　　                     34.9％　
どちらかといえば深まっているとは思わない                     20.7％
深まっているとは思わない　　　　　　　　                     18.3％

	※肯定意見が41.1％、否定意見は、39.0％と肯定意見が否定意見を上回りました。（平成27(2015)年度に、同じ問いを県民アンケートにて実施しましたが、その時は、肯定意見が34.1％、否定意見が35.1％との結果が出ました。）



○　障害及び障害のある人に関する県民の正しい理解を普及するための啓発活動をより一層進めていく必要があります。

○　障害のある・なしに関わらず、誰もが社会の一員としてお互いを尊重し、支え合って暮らすことを目指す「共生社会」の実現を引き続き、広く県民に啓発していく必要があります。

○　障害のある人と接するときには、様々な障害の特性について理解する必要がありま
す。また、それぞれの障害特性に応じた対応が求められます。

○　ボランティア活動や交流体験を通して、障害のある人に関わりふれあうことで、障害のある人への理解や共感につながるよう様々な機会の提供に努め、また、障害のある人の意思の伝達、情報の確保など生活を多面的に支えるボランティア活動等、様々な参加に結びつける機会の提供に努める必要があります。

○　障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との「交流及び共同学習」を積極的に推進し、相互理解の促進を図っていく必要があります（障害者基本法第16条）。このことを通じて、障害のある児童生徒の体験を広げ、積極的な態度を養い、社会性や人間性を育んでいく必要があります。

○　障害のある人が、地域社会の一員として安心して地域で生活できるように、地域の行事や活動への積極的な参加を促していく必要があります。地域で催される運動会、文化祭、祭りなどへの参加を促進していく必要があります。

○　障害のある人の地域移行が進む中、地域の中で自立した生活を送るためには、地域住民との関わりがますます重要になっており、障害のある人の社会参加について、理解と関心を求めていく必要があります。

○　新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症について、障害のある人が安心して生活できるように、障害の特性に応じた感染予防対策の周知や、感染拡大時に備えた対応が必要です。

取組の方向性
１　障害や障害のある人に関する理解の促進　　　　　　 　　　　　　　　　　　
○　障害のある人と障害のない人の交流を推進し、障害のある人が障害のない人と同じよう
に生活するための必要な配慮や、障害のある人への自然な手助けを誰もが行うことができ
るよう「心のバリアフリー」及び「福祉のまちづくり」を推進します。

○　主な障害特性の知識や配慮すべき対応事例等について、県民に対する普及啓発を行います。また、障害が多様化、重複化している中で、障害のある人の実情に配慮して対応していくことが大切であることも周知していきます。
　
○　点字、手話、視覚障害者誘導用ブロック、身体障害者補助犬、障害者用駐車スペース等に対する県民の理解を促進するとともに、その円滑な利活用に必要な配慮等について周知を図ります。

○　障害者団体等が作成する啓発・周知のためのマークについて、関連する民間事業者等の協力のもと、県民に対する情報提供を行い、その普及及び理解を図ります。
　
○　障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒との相互理解を深めるための交流及び共同学習を一層進めることで、障害のある人に対する理解の促進と適切な対応に努めます。また、学校等においては、障害のある人と関わる取組を通して、思いやりや助け合いの心を持った幼児児童生徒の育成に努めます。
さらに、地域社会における障害のある人への理解を促進するため、福祉施設、教育機関等と地域住民等との日常的交流の一層の拡大を図ります。

２　啓発・広報活動の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人や障害についての県民の理解と関心を高め、障害者基本法及び本計画の目的等に関する理解の促進を図るため、行政はもとより、企業、民間団体、マスメディア等の多様な主体との連携による幅広い啓発・広報活動を計画的かつ効果的に推進します。

○　障害者週間（12月３日～９日）、知的障害者福祉月間（９月）、精神保健福祉普及運動（１０月）、発達障害啓発週間（４月２日～８日）等での啓発・広報活動を県民、ボランティア団体、障害者団体等と連携して取り組み、障害のある人に対する理解や関心の推進や、障害のある人の社会参加を促進します。
また、広報誌やテレビ・ラジオ・新聞など様々な広報媒体を活用するとともに、街頭キャンペーンや体験作文・ポスターコンクール、各種行事等の展開により積極的に県民の理解を促進します。

○　スポーツ、文化芸術活動等のイベント、農福連携による就労支援などの施策と啓発活動を一体的に実施することで、その相乗効果等も創出していきます。

○　障害のある人が暮らしやすい地域社会（共生社会）をつくるため、障害のある人が困っていることなどを理解して、ちょっとした手助けや配慮を実践するあいサポート運動を推進します。

３　ボランティア活動等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人とない人が一緒に活動する機会をつくり、障害に対する理解や支え合う意識を広げていくため、障害や障害のある人と関わるボランティア活動を推進します。そのために、福祉事業者、学校、ＮＰＯ等地域団体が一緒になって地域ぐるみで福祉ボランティアを推進する環境づくりを進めるとともに、ボランティアへの参加啓発活動を推進します。

○　小学校、中学校、高等学校における福祉ボランティア活動を周知・充実・普及させていくためには、障害や障害のある人に関する学習、共感の意識醸成による「思いやりの心」を醸成し、ボランティア活動の種類や内容、体験できる場所や施設の紹介、情報提供等の取組を推進します。

○　身近な地域で障害福祉サービスを提供することができるよう、手話・要約筆記・点訳・朗読等、障害の種別や特性に応じて、障害のある人を支援することのできる専門ボランティアの育成を促進します。

４　障害のある人の社会参加の促進　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人の社会参加の拠点として「岡山県障害者社会参加推進センター」を運営し、障害者総合相談事業、障害のある人の広報活動事業や福祉活動推進事業等により、障害のある人の社会参加の促進に努めます。
また、障害者団体等と協力しながら各種事業を実施するとともに、市町村が地域の実状に応じて実施する地域生活支援事業の取組を支援します。

○　障害のある人の社会参加の促進と、障害のある人に対する理解の促進を図るため、地域での文化祭、スポーツ大会や各種イベント・レクリエーションなど、障害のある人とない人が交流する機会の拡大を図ります。

○　障害のある人が福祉施設等での生産活動を通して障害のある人が作った製品や、創作的活動を通して作った様々な作品等を、周知・販売することで、障害のある人の社会参加への理解促進に努めます。

○　特別支援学校における文化祭などで地域住民と交流したり、生徒が制作した製品を販売することで、生徒自らの自立と社会参加の意欲を高め、県民や企業等の理解促進を目指します。

５　新型コロナウイルス等感染症対策　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　
　障害のある人が身近な地域で、安心して就労・スポーツ・文化芸術活動などの日常生活を送れるよう、障害のある人やその家族等に対して、障害特性に応じた感染予防対策を周知します。また、感染拡大時においても、安心して障害福祉サービスの提供を受け、医療機関への受診ができるよう、保健・医療・福祉が連携した体制づくりを推進します。
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Ⅶ　施策の体系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
自立の
支援
Ⅰ　地域生活の支援
  （１）相談支援体制の構築
  （２）地域移行の推進・在宅サービス等の充実
  （３）障害福祉サービスの質の向上
  （４）障害のある子どもへの支援の充実
  （５）人材の育成・確保
（６）福祉用具等アクセシビリティの向上に資する機器の普及促進及び身体障害者補助犬の育成等
共　　生　　社　　会　　の　　実　　現　

主体的な
選択の
尊重
地域で共生する社会の実現
Ⅶ　情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実
  （１）情報通信における情報アクセシビリティの向上
（２）情報提供の充実等
（３）意思疎通支援の充実
（４）行政情報のアクセシビリティの向上
Ⅱ　安全・安心な生活環境の整備
  （１）障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進
  （２）住宅の確保・生活関連施設のバリアフリー化
  （３）公共交通機関・移動手段等のバリアフリー化の推進等
（４）公共的施設等のバリアフリー化の推進
Ⅲ　教育の振興
  （１）インクルーシブ教育システムの推進
　（２）教育環境の構築・整備　　
（３）高等教育等における障害のある学生支援の推進
（４）生涯を通じた学習活動の推進
  
Ⅳ　文化芸術活動・スポーツ・国際交流等の推進
（１）文化芸術活動の推進
　（２）障害者スポーツの推進
（３）障害のある人等の国際交流の推進
Ⅴ　雇用・就業、経済的自立の支援
  （１）障害のある人の雇用の推進
（２）総合的な就労支援
（３）一般就労への移行推進
　（４）障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保
　（５）福祉的就労の底上げ
　（６）経済的自立の支援　
Ⅵ　保健・医療の充実
　（１）保健・医療の充実等
　（２）精神保健・医療の提供等
  （３）保健・医療人材の育成・確保
  （４）難病に関する施策の推進
（５）障害の原因となる疾病等の予防・早期発見・治療
Ⅷ　防災・防犯等の推進
（１）防災対策の推進
（２）防犯・交通安全対策の推進
（３）消費者トラブルの防止及び被害からの救済
Ⅸ　差別の解消及び権利擁護の推進
（１）障害を理由とする差別の解消の推進
（２）権利擁護の推進
（３）行政機関等における配慮及び障害のある人の理解促進等


















Ⅷ　障害のある人の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）岡山県における障害のある人の現状　　　　　　　　　　　　　　　  　　
本県の障害のある人の数は、令和２(2020)年３月31日現在、身体障害、知的障害、精神障害のある人（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者）の合計は、105,057人となっています。
また、難病患者のうち特定医療費（指定難病）受給者証又は特定疾患医療受給者証を所持する者は、16,388人となっています。

○　障害のある人の状況                    　               　　　　　（単位：人）
	




区　分

	身体障害のある人
	知的障害のある人
	精神障害のある人
	難病患者

	
	
身体障害者手帳所持者

	
療育手帳所持者

	
精神障害者保健福祉手帳所持者

	
	・特定医療費（指定難病）受給者証所持者
・特定疾患医療受給者証所持者

	
	2020年3月31日
	2020年3月31日
	2020年3月31日
	
	2020年3月31日

	
	70,970
	18,319
	15,768
	16,388

	手帳所持者計
	　105,057
	




（２）身体障害のある人の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
身体障害者手帳を所持している人は、令和２(2020)年３月31日現在、70,970人となっており、５年前(平成26(2014)年度)に比べ9,459人(11.８パーセント)減少しています。

○　身体障害者手帳所持者の等級別状況                    （各年度３月31日現在）
	
区　　分

	2009年度
		2014年度
			2019年度

	
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014
対比(％)

	　　１級
	25,724
	  30.6
	25,196
	31.3
	23,286
	32.8
	-7.6

	　　２級
	14,113
	  16.8
	12,316
	15.3
	10,335
	14.6
	-16.1

	　　３級
	11,199
	  13.3
	11,077
	13.8
	9,773
	13.8
	-11.8

	　　４級
	20,552
	  24.5
	21,200
	26.4
	18,138
	25.6
	-14.4

	　　５級
	 6,245
	   7.4
	 5,259
	6.5
	4,714
	6.6
	-10.4

	　　６級
	 6,181
	   7.4
	5,381
	6.7
	4,724
	6.6
	-12.2

	　　合計
	84,014
	 100.0
	80,429
	100
	70,970
	100.0
	-11.8





○　身体障害者手帳所持者の障害区分別状況                  （各年度３月31日現在）
	
区　　分

	2009年度
	2014年度
	2019年度

	
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014対比
(％)

	 視覚障害
	 6,279
	   7.5
	5,129
	 6.4
	4,342
	6.1
	-15.3

	 聴覚･平衡機能障害
	 6,881
	   8.2
	6,200
	 7.7
	5,557
	7.8
	-10.4

	 音声・言語障害
	   909
	   1.1
	882
	1.0
	818
	1.2
	-7.3

	 肢体不自由
	48,381
	  57.6
	45,228
	 56.2
	37,151
	52.3
	-17.9

	 内部障害
	21,564
	  25.7
	22,990
	28.6
	23,102
	32.6
	+0.5

	 合計
	84,014
	100.0
	80,429
	 100
	70,970
	100
	-11.8



○　身体障害者手帳所持者の年齢別状況               　　   （各年度３月31日現在）
	 
区　　分

	2009年度
	2014年度
	2019年度

	
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014対比
(％)

	18歳未満
	1,461
	1.7
	1,399
	  1.7
	1,194
	1.7
	-14.4

	18歳以上65歳未満
	－
	－
	19,266
	 24.0
	16,662
	23.5
	-13.5

	65歳以上
	－
	－
	59,764
	 74.3
	53,114
	74.8
	-11.1

	合計
	84,014
	100.0
	80,429
	  100
	70,970
	100
	-11.8



（３）知的障害のある人の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
療育手帳を所持している人は、令和２(2020)年３月31日現在、18,319人となっており、５年前(平成26(2014)年度)に比べ2,615人(１６.７パーセント)増加しています。

等級別にみると、療育手帳Ｂ（中・軽度）の人の占める割合が67.9パーセントとなっており、５年前(平成26(2014)年度)の65.6％に比べ2.3％割合が増えています。療育手帳Ａ（重度）を取得する人も増えていますが、取得割合でみると、療育手帳Ｂの割合が増え、療育手帳Ａの割合が減少しています。

年齢別にみると、18歳未満の人は4,072人で、336人(9.0パーセント)増加しています。18歳以上の人は14,247人で、2,279人（19.0パーセント）増加しています。（なお、65歳以上の人は全体の9.1パーセントですが、平成26(2014)年度から５年間で320人（23.8パーセント）増加しており、高齢化の傾向が現れています。）


○　療育手帳所持者の等級別状況　　　                     （各年度３月31日現在）
	
区　　分

	2009年度
	2014年度
	2019年度

	
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014対比
(％)

	療育手帳Ａ
	 5,001
	  38.0
	5,404
	 34.4
	5,884
	32.1
	+8.9

	療育手帳Ｂ
	 8,169
	  62.0
	10,300
	 65.6
	12,435
	67.9
	+20.7

	合　　　計
	13,170
	 100.0
	15,704
	  100
	18,319
	100
	+16.7


 
○　療育手帳所持者の年齢別状況　　　                     （各年度３月31日現在）
	 
区　　分

	2009年度
	2014年度
	2019年度

	
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014対比
(％)

	　18歳未満
	3,068
	23.3
	 3,736
	 23.8
	4,072
	22.2
	+9.0

	18歳以上65歳未満
	9,152
	69.5
	10,623
	 67.6
	12,582
	68.7
	+18.4

	　65歳以上
	950
	7.2
	 1,345
	  8.6
	1,665
	9.1
	+23.8

	合　計
	13,170
	100.0
	15,704
	  100
	18,319
	100
	+16.7



（４）精神障害のある人の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
精神障害者保健福祉手帳を所持している人は、令和２(2020)年３月31日現在、15,768人となっており、５年前(平成26(2014)年度)に比べ4,975人(46.1パーセント)増加しています。
　
等級別にみると、２級の占める割合が64パーセントとなっています。また、５年前と比べると、３級の人が2,180人(112.5パーセント)増加しています。

○　精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別状況　　　　　　　（各年度３月31日現在）
	
区　　分

	2009年度
	2014年度
	2019年度

	
	
(人)
	構成比  (％)
	
(人)
	構成比
(％)
	
(人)
	構成比
(％)
	2014対比
(％)

	　　 １　　級
	1,186
	  16.9
	1,426
	13.2
	1,559
	9.9
	+9.3

	　　 ２　　級
	5,146
	  73.4
	7,430
	68.8
	10,092
	64.0
	+35.8

	　　 ３　　級
	  676
	   9.7
	1,937
	18.0
	4,117
	26.1
	+112.5

	     合　　計
	7,008
	 100.0
	10,793
	100.0
	15,768
	100.0
	+46.1


なお、発達障害のある人については、平成22(2010)年12月の障害者自立支援法（現在の障害者総合支援法）の改正により、精神障害のある人に位置付けられ、法に基づくサービス等の対象となることが明確化されました。（発達障害のある人の数等に関しては、障害者手帳制度に基づく把握が困難であり、また、包括的な調査等がないことから、正確な状況は把握できていませんが、精神障害者保健福祉手帳を所持している人や患者調査における「その他の精神及び行動の障害」の区分のうちには、発達障害のある人が含まれます。）

（５）難病患者の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
難病は平成26(2014)年12月31日まで特定疾患治療研究事業として、56疾患を対象として「特定疾患医療受給者証」を交付し、医療費助成を行っていました。
また、平成27(2015)年１月には、難病の患者に対する医療等に関する法律の施行により、医療費助成の対象疾病が56から110に拡大され、国の定める指定難病の患者には「特定医療費（指定難病）受給者証」を交付し、医療費助成が行われています。なお、法律施行後、順次対象疾病が拡大され、令和元(2019)年７月には333疾病となっています。（なお、障害者総合支援法における対象疾病は、令和元(2019)年７月に361に拡大されました。）

○　特定医療費（指定難病）・特定疾患医療受給者証認定件数の状況　
（各年度３月31日現在）
	2009年度

(件)
	2014年度

(件)
	2019年度

	
	
	
(件)
	2014対比
(％)

	13,352
 
	16,528
 
	16,814
	+1.7


※詳細は参考資料３のとおり
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第２章　施策の展開
Ⅰ　地域生活の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜基本的な考え方＞
　障害のある人及び障害のある子どもが、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を身近な地域で営むことができるよう、相談支援体制の充実、障害福祉サービスの質の向上、障害のある子どもへの支援、アクセシビリティ向上に資する機器の普及促進、障害福祉人材の育成・確保等に取り組み、地域生活の支援に努めます。






現状と課題　
１　相談支援体制
○　障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることができるよう、様々な障害種別、年齢、性別、状態等に対応した総合的な相談支援体制を充実することが必要です。

○　家族と暮らす障害のある人について、情報提供や相談支援等によりその家庭や家族を支援します。また精神障害のある人同士が行う援助として有効かつ重要な手段である当事者による相談活動の拡充を図る必要があります。

○　障害福祉サービスを利用するすべての人は、サービス等利用計画案の提出が求められるため、その作成を担う相談支援専門員の養成、資質向上を図り、相談支援体制の充実に努める必要があります。

２　地域移行の推進・在宅サービスについて
○　障害のある人を対象としたアンケートでは、地域で生活するためにあればよいと思う支援は、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」が48.6％と最も高く、次いで「障害のある人に適した住居の確保」（48.1％）、「経済的な負担の軽減」（38.8％）、「在宅で医療ケア等が適切に受けられること」（38.0％）となっています。
障害種別にみると、身体障害のある人は「障害のある人に適した住居の確保」が51.8％と最も高く、知的障害のある人は「必要な在宅サービスが適切に利用できること」が48.5％と最も高くなっています。

○　このため、住み慣れた地域で本人が希望する生活を営むことができるよう、グループホーム等の確保を図るとともに、在宅サービス等の障害福祉サービスの更なる充実に努めていくことが必要です。
○　医療的ケアを必要とする障害児者が地域で安心して暮らす上で、在宅で介護を行う家族の負担軽減に資する短期入所（レスパイトサービス）は、利用ニーズが高いものの、地域的偏在の課題もあり、本県では環境整備がまだ十分とはいえません。このため、地域バランスのとれた短期入所の整備・充実を引き続き進める必要があります。

○　精神保健福祉については、「入院医療から地域生活への移行」という基本的な方針に沿って、精神障害のある人の真に幸福を感じられる生活の実現に向けて、本人の意向に沿った移行支援を行い、地域の中で暮らしていけるよう体制を構築していく必要があります。

○　強度行動障害のある人については、地域で支援する体制が充分でない現状にあることから、関係機関が連携して障害特性に応じた適切な支援が受けられる体制を構築していく必要があります。

○　介護保険制度と障害福祉サービスの関係等、高齢の障害のある人に対する支援の在り方については、一律に介護保険制度を優先させるのではなく、本人の利用意向を把握した上で、個々の状況に応じた支援を行いますが、障害者総合支援法の見直し等、国の動向に注視しながら適切な対応を進める必要があります。

３　障害福祉サービスの質の向上
○　障害のある人の意思が尊重され、地域の中で生活ができるよう、障害福祉サービスの質の向上を図り、障害特性に応じた質の高いサービスを提供することが求められています。

○　障害福祉サービスの質の向上のためには、事業者自らが提供するサービスを自己評価するとともに、第三者から客観的にサービス内容の評価を受けることが有意義です。

４　障害のある子どもに対する支援の充実
○　「子ども・子育て支援法」に基づく「子ども・子育て支援新制度」により、幼児期の学校教育や保育・地域の子育て支援の量の拡充や質の向上が進められ、障害児支援の体制整備に当たっては、子ども・子育て支援新制度との緊密な連携を図る必要があります。

○　教育、福祉、医療等の関係機関が連携し、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効果的な支援の体制構築を図ることが必要です。

５　人材の育成・確保
○　全国的に福祉分野については慢性的な人材不足に陥っています。本県の福祉分野での有効求人倍率は非常に高く、全国で３番目に高い状況となっています（令和２年５月現在）。
※有効求人倍率（岡山県）  福祉分野：12.29倍、全産業 1.59倍
　　　　　 （全国平均）福祉分野： 5.40倍、全産業 1.20倍
※出典：福祉人材センター

○　超高齢社会を迎え、福祉・介護サービスの人材需要は今後ますます増大することが予想されるため、福祉・介護人材の確保を図り、その定着を支援する必要があります。

６　福祉用具の普及促進及び身体障害者補助犬の育成等
· 　障害のある人が日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、就労場面における能率の向上を図ること及び障害のある子どもが将来、社会人として独立自活するための素地を育成助長するために、福祉用具の適切な普及促進を図る必要があります。

○　身体障害者補助犬(*1)は、公共施設や交通機関をはじめ、飲食店やスーパー、ホテル等の様々な場所に同伴できます。その育成、普及啓発に努め、障害のある人の一層の自立と社会参加を図る必要があります。

(*1)身体障害者補助犬---身体障害者補助犬法に基づいて認定された盲導犬・聴導犬・介助犬

取組の方向性
１　相談支援体制の構築　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(１)相談支援体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることができるよう、障害福祉、児童福祉、高齢者福祉の各分野の関係機関が連携した総合的な相談支援体制の構築に取り組みます。

○　障害のある人個々の心身の状況、サービス利用の意向や家族の意向等を踏まえたサービス等利用計画案の作成等、当事者の支援の必要性に応じた適切な支給決定の実施に向けた取組を進めます。

○　適切なサービス等利用計画等を作成できる相談支援専門員を養成するため、法定研修の充実・強化を図るとともに、専門的知識を習得するための各種研修を実施し、相談支援専門員の資質向上を図ります。

○　相談支援体制を強化するため、相談支援アドバイザー等を市町村や地域自立支援協議会に派遣し、地域のネットワーク構築に向けた指導・調整等の広域的支援を行います。
　
○　障害のある人等の相談等を総合的に行い、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を促進するよう、市町村を支援します。

○　相談支援事業所の拡充、質の向上及び医療機関、福祉団体、行政機関等の連携強化を図る取組を進め、地域の連携・協力体制を強化するため、市町村が設置する地域自立支援協議会の適切な運営を支援します。また、県自立支援協議会専門部会（医療的ケア児等支援、就労支援、人材育成）との連携を進めます。

○　障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うとともに、障害者虐待防止法
の適切な運用を通じ、相談支援専門員等による障害者虐待の未然防止、一時保護に必要な
居室の確保及び養護者に対する相談等の支援に取り組みます。

○　障害のある人が、身近な地域で相談支援を受けることができるよう、児童相談所、更生相談所、保健所等の関係機関間のネットワークの形成及びその活用を推進し、障害種別に対応した総合的・専門的な相談支援を提供する体制の整備を図ります。

○　家族と暮らす障害のある人について情報提供や相談支援等を行うことにより、その家庭や家族を支援するとともに、ピアサポーターの育成を行うとともにピアカウンセリング、ピアサポート等障害のある人・家族同士が行う援助として有効かつ重要手段である当事者等による相談活動の更なる拡充に努めます。

○　障害のある人が地域において、福祉サービス等を適切に利用し、自立した生活を送ることができるよう支援します。また、知的障害又は精神障害（発達障害を含む。）により判断能力が不十分な人々に対して、成年後見制度の適正な利用を周知・促進します。

○　県内に配置されている民生委員・児童委員は、それぞれの担当区域内の実情の把握に努め、相談活動、各種福祉情報の提供等の個別援助活動を行っており、障害のある人が地域で生活していくための支援を行います。

(２)発達障害のある人への相談支援　　　　　　　　　　　　
○　医療、保健、福祉、教育、労働等の関係分野が相互に連携し、乳幼児期における早期発見・早期支援、学齢期における支援の情報の引継ぎ、成人期における就労支援等ライフステージに応じた適切な支援により、自立した生活を送り、社会参加できるよう、切れ目のないトータルライフ支援に取り組みます。

○　各保健所・支所において、発達障害の疑いのある子どもに対して児童精神科医など専門医による相談を実施することにより、早期発見、早期支援による子育ての環境整備を図ります。

○　地域の医療、保健、福祉、教育、労働等の関係者による発達障害者支援地域協議会で地域の課題を協議するとともに、市町村発達障害者支援コーディネーターとの連携のもと、県発達障害者支援センターを中心とした地域生活支援体制の充実を図ります。

○　県民の発達障害への理解を促進するとともに、発達障害の理解がある身近なかかりつけ医等の医療資源や、身近な地域で発達障害のある人やその家族を温かく見守り支援する人材を確保すること等により、地域全体で発達障害のある人を支える共生社会づくりを推進します。

○　不安を抱える保護者への相談助言を行うペアレントメンターの養成・派遣等を行うとともに、ペアレントプログラム等の子育て応援プログラムの導入・普及や家族、保護者が安心して過ごすことができる支援拠点づくり等を促進することにより、発達障害のある人の家族等も含めたきめ細かな支援に取り組みます。

○　青少年の総合的な相談機関である岡山県青少年総合相談センターにおいて、青少年の発
達障害等に関する相談支援を行います。また、必要に応じて、適切な相談窓口や機関の紹介等を行います。

(３)高次脳機能障害及びその関連障害に対する相談支援事業　　　　　　　　　
○　高次脳機能障害及びその関連障害のある人への支援体制の確立を図るため、支援拠点機関に相談コーディネーターを配置して専門的相談や関係機関に対する助言・指導を行います。また、関係機関の職員に対して研修等を実施します。

(４)難病患者への相談支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　地域で生活する難病患者等の日常生活における相談・支援の拠点である岡山県難病相談・支援センターにおいて、保健所、医療機関、雇用支援機関等との連携のもと、日常生活に関する各種相談支援や疾病に関する専門研修、地域交流会等を実施するほか、様々なニーズにきめ細かく対応した就労に向けた相談支援、情報提供等に引き続き取り組みます。

(５)精神障害のある人等に対する相談支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　精神障害のある人が障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、本人の自己決定を尊重する観点から、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な支援等を行います。

○　精神保健及び精神障害のある人の福祉に関する総合的な技術中枢機関である精神保健福祉センターにおいて、知識の普及・調査研究及び相談指導事業並びに保健所や市町村等に対する技術指導及び技術援助を行います。
　また、多職種による訪問支援チームを設置し、精神障害のある人の地域生活定着のため訪問支援活動を行います。

○　精神障害のある人、発達障害のある人及び高次脳機能障害のある人について、各障害が併存する場合等、障害のある人の個々の実情に対応した効果的な支援につなげるため、それぞれの障害分野の関係者間で、障害特性、適切な対応及び現状の課題等について情報を共有し、連携を図っていきます。



２　地域移行の推進・在宅サービス等の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(１)在宅サービス等の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、個々の障害のある人のニーズ及び実態に応じて、在宅の障害のある人に対して居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護等の支援を行うとともに、短期入所及び日中活動の場の確保等により、在宅サービスの量的･質的充実を図ります。
　
○　身体機能又は生活能力の向上のために必要な自立訓練（機能訓練及び生活訓練）を提供していきます。

○　常時介護を必要とする障害のある人が、自らが選択する地域で生活できるよう、日中及び夜間における医療的ケアを含む支援の充実を図るとともに、受入れが可能な医療型短期入所事業所等の整備を促進します。あわせて、相談支援事業所や重症心身障害児が利用可能な障害児通所支援事業所等の情報を提供していきます。

○　外出のための移動支援、創作的活動、生産活動の機会を提供するとともに、日常生活に必要な便宜を供与する地域活動支援センターの機能の充実等、地域生活を支援するために地域の特性や利用者の状況に応じた支援を行います。

○　障害のある人や高齢者等移動に制約のある人の外出手段の整備を図るため、ＮＰＯ等非営利法人による福祉移送サービスを普及するとともに、安全なサービスが安定的に供給されるよう、従事者に対する研修体制の整備や、運送者相互のネットワーク形成を支援していきます。

(２)地域移行の推進
○　障害のある人の円滑な地域移行（病院・施設からの退院・退所）を促進するため、自立訓練サービス、自立生活援助等が適切に提供されるよう必要な支援等を行うとともに、障害のある人が地域で自立した生活が送れるよう、その地域生活を支える関係者のネットワークの充実を図るほか、手話通訳者等障害のある人の社会参加を支えるボランティアの人材養成、グループホーム等の居住の場の整備等、地域生活を支える基盤の充実を図ります。

○　障害者支援施設においては、入所者の地域生活移行支援や地域で生活する障害のある人への支援を推進し、また障害のある人の地域における居住の場の一つとして、多様な形態のグループホームの整備を促進するとともに、重度障害者にも対応した体制の充実を図ります。

○　市町村が事業主体となって、相談支援事業、移動支援事業や日中一時支援事業等、地域
の実情に応じて必要な事業を行います。県では、市町村地域生活支援事業に対する財政的
な支援を行うとともに、事業が適切に実施されるよう必要な助言等を行っていきます。

○　専門性の高い相談支援や人材育成等の支援事業(発達障害者支援センター運営事業や各種養成研修事業等の県地域生活支援事業)については、障害のある人のニーズや円滑なサービス提供を配慮しながら事業を推進していきます。

○　障害のある人の高齢化・重度化や「親亡き後」に備え、市町村又は圏域単位による地域生活支援拠点の整備促進を図り、居住支援、サービスの提供体制の確保及び専門的ケアの支援を行う機能強化・充実を支援します。

○　岡山県障害福祉計画及び岡山県保健医療計画にも基づいて、精神保健福祉センター及び保健所等と関係機関との連携のもと、適正な精神医療の確保と精神障害のある人の自立・社会参加の促進を図ります。

○　精神科病院に入院している退院可能な精神障害のある人に対し、本人の意に沿った地域生活への移行支援を行うため、病院、市町村等をはじめ、地域の障害福祉事業者、ピアサポーター等が連携する体制づくりを進めて、地域生活への円滑な移行及び安定した地域生活の実現を図ります。

○　医療を中心とする専門職で構成する多職種チームが、保健所、市町村、相談支援事業所等の関係者と支援ネットワークを形成し、医療導入や治療継続が困難な人の地域生活定着のために、医療と生活面の包括的支援を提供します。また、家族会と連携して、精神障害のある人やその家族の問題に対応するため、電話相談の実施や交流会・研修会の開催等地域における生活を支援します。

○　地域で暮らす精神障害のある人を支援するため、２４時間対応の電話相談事業を実施し、地域生活の不安をやわらげるとともに、短期間宿泊できる「ホステル」を運営し、再入院防止のための休息の場を提供します。また、住まいを確保するため、民間による家賃保証制度に要する経費の一部を支援します。

○　強度行動障害のある人について、福祉・医療・教育・行政等関係機関が連携し、障害特性に応じた支援体制の構築を検討します。

○　６５歳以上の障害のある人については、原則として、介護保険法の規定による保険給付が優先適用されますが、障害のある人の心身の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であり、介護保険サービスを一律に優先させ、これにより必要な支援を受けることができるか否かを一概に判断することは困難であることから、障害のある人の状況に応じた適切な支給決定が行われるよう、介護保険と障害福祉サービスの適切な利用の推進に努めます。

○　高齢となった障害のある人の相談やニーズに適切に対応するため、市町村や相談支援事業所、地域自立支援協議会、地域包括支援センター等の関係機関の連携強化を図ります。

○　在宅診療を支えるかかりつけ医と介護サービス計画を作成する介護支援専門員、サービス等利用計画を作成する相談支援専門員の連携強化を図ります。

○　障害者支援施設の高齢入所者受入れ機能の強化に向けて、支援施設職員の介護技術の習得を図るとともに、高齢入所者が安全・快適に生活できるよう、施設内の段差解消や特殊浴槽、バリアフリートイレの設置等、より一層のバリアフリー化等の整備に努めます。

（３）地域で生活するための各種制度の周知
○　障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、雇用・就業（自営業を含む。）の促進に関する施策との適切な組合せのもと、諸手当等を支給するとともに、各種の税制上の優遇措置を活用し、経済的自立を支援します。また、受給資格を有する障害のある人が、制度の不知・無理解により、年金や諸手当、減免措置等を受ける機会を逃すことのないよう、各種制度の周知に取り組みます。

○  障害のある人の所得保障としては、公的年金制度及び特別障害者手当等の各種手当制度のほか、保護者亡き後の生活の安定を図る制度としての心身障害者扶養共済制度等がありますが、これらの制度の周知や適切な運用を進めます。

○  障害のある人の医療費の負担軽減を図るため、自立支援医療費の支給や心身障害者医療費公費負担制度等の適切な運用を進めます。 

○　障害のある人の社会参加等に要する経済的負担を軽減するため、所得税・住民税の所得控除や自動車税（環境性能割・種別割）等の税の減免の適切な運用について、関係機関、広報媒体を通じ、制度の周知徹底を図ります。

○　補装具を必要とする人に適切に補装具が支給されるよう市町村への助言等を行います。

○　障害のある人等の経済的自立の促進と生活意欲の向上を図り、安定した生活を確保するため、生活福祉資金の効果的な活用を進め、障害のある人の就業機会の拡大、雇用の促進及び社会活動への参加促進等を図ります。

３　障害福祉サービスの質の向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　県が認証した公正・中立な第三者評価機関が、専門的かつ客観的な立場から、福祉サービス事業者の提供するサービスを評価し、その評価結果を公表する福祉サービス第三者評価事業を推進します。

○　岡山県社会福祉協議会内に「運営適正化委員会（苦情解決合議体）」を設置し、公正・中立な第三者機関として、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決します。

○　知的障害のある人又は精神障害のある人（発達障害のある人を含む。）が障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、本人の自己決定を尊重する観点から、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な支援等を行います。

○　岡山県障害福祉計画・障害児福祉計画の策定・推進に当たっては、国の定める基本指針を基に、障害福祉サービス及び相談支援並びに地域生活支援事業を提供するための体制の確保が計画的に図られるように取り組みます。

○　障害福祉サービスの提供に当たっては、国の動向や他地域の先進事例等も参考にしながら、地域課題を協議する市町村地域自立支援協議会への助言や市町村への適切な支援、介護人材の確保等により、利用ニーズに適切に対応できる体制の整備を進めます。

○　医療的ケアを必要とする障害児者が県内どこでも安心して生活できるよう、地域バランスのとれたレスパイトサービス環境の整備・充実を総合的に促進します。

○　難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっては、市町村において、難病等の特性（病状の変化や進行、福祉ニーズ等）に配慮した円滑な事務が実施されるよう、市町村の理解と協力の促進を図ります。

○　障害のある子どもや障害のある人等が個々のニーズに応じた良質なサービスを選択でき、また、事業者が提供するサービスの質の向上が促されるよう、障害福祉サービス事業者が提供するサービスの内容等を公表する障害福祉サービス等情報公表制度の更なる普及に取り組みます。

４　障害のある子どもへの支援の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある子どもやその家族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象として、身近な地域において、子ども・子育て支援法に基づく給付その他の支援を可能な限り講じるとともに、障害のある子どもが円滑に同法に基づく教育・保育等を利用できるようにするために必要な支援を行います。

○　障害のある子どもを受け入れる保育所のバリアフリー化の促進、障害児保育を担当する職員の確保や専門性向上を図るための研修の実施、保育所等訪問支援事業の活用等により、障害のある子どもの保育所での受入れを促進します。

○　障害のある子どもの発達を支援する観点から、障害のある子ども及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効果的な支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築を図り、療育方法等に関する情報提供やカウンセリング等の支援を行います。

○　発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、発達障害の診療・支援のできる医師の養成を図るとともに、巡回支援専門員等の支援者の配置の促進を図ります

○　児童福祉法に基づき、障害のある子どもの発達段階に応じて、指導訓練等の支援を行う児童発達支援等を提供するとともに、障害者総合支援法に基づき、居宅介護、短期入所、日中一時支援等を提供し、障害のある子どもが身近な地域で必要な支援を受けられる体制の充実を図ります。また、障害のある子どもの発達段階に応じて、保育所等訪問支援及び放課後等デイサービス等の適切な支援を提供します。さらに医療的ケアが必要な障害のある子どもについては、地域において包括的な支援が受けられるように、保健・医療・福祉等の関係機関の連携促進に努めます。

○　障害のある子どもについて情報提供や相談支援等によりその家庭や家族を支援するとともに、在宅で生活する重症心身障害児者について、専門的な支援の体制を備えた短期入所や居宅介護、児童発達支援等、在宅支援の充実を図ります。

○　障害児通所支援事業等の施設整備について、国庫補助事業等を活用して効果的に進めます。また、身体障害者手帳の対象にならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器の購入に要する費用の一部を助成することにより、難聴児の健全な発育を支援します。さらに、児童発達支援センターや特別支援学校（聴覚障害）等と連携して難聴児支援の中核的機能を有する体制確保等を図っていきます。

○　児童発達支援センター及び障害児入所施設について、障害の重度化・重複化や多様化を踏まえ、専門的機能の強化を図るとともに、これらの機関を地域における中核的な支援施設と位置付け、地域の事業所等との連携や、障害のある子どもの医療的ケアを含めた多様なニーズに対応する療育機関としての役割を担うため、必要な体制整備を図ります。

○　障害のある子どもの虐待については、児童虐待防止法等に基づき、市町村要保護児童対策地域協議会や子ども家庭総合支援拠点を中心に、切れ目のない支援を行うとともに、障害者虐待防止法に基づき、市町村、労働局等の関係機関と連携しながら、虐待防止等を図ります。障害者権利擁護センター、障害者虐待防止センターによる虐待防止と併せて、子どもへの虐待については、発生予防からアフターケアまで切れ目のない支援を行い、虐待防止対策の充実を図ります。福祉相談センター（児童相談所）の体制を強化するとともに、子育て世代包括支援センター等妊婦や子育て家庭の相談体制の整備を推進します。

５　人材の育成・確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　必要なサービス量が充足されることを目指し、障害福祉サービスや市町村地域生活支援事業等を支える様々な人材の養成確保を進めていきます。

·  豊かな人間性を備えた質の高い人材の福祉職場への就業と定着を促進するため、「岡山
県福祉人材センター」と関係機関・団体が連携した広報、相談、情報提供、職業紹介等の充実を図ります。

○　社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士等の福祉専門職について、その有効な活用を図りつつ、養成及び確保に努めるとともに、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、言語聴覚士等の医学的リハビリテーションに従事する者について、専門的な技術及び知識を有する人材の確保を図ります。 

○　障害者相談員や相談支援に従事する職員に対する研修、強度行動障害、精神障害、高次脳機能障害等の障害の特性に応じた研修の実施により、従事する職員の質の向上を図ります。あわせて、児童相談所、更生相談所、保健所等の関係機関間のネットワークの形成及びその活用を推進し、障害のある人が身近な地域で専門的相談を行うことができる体制を構築します。

○　障害福祉サービス等を提供する事業者に対し、障害福祉関係法令や労働法規等の遵守を徹底するとともに、サービス従事者の処遇改善や職場環境の改善等に努めます。

○　発達障害のある人の様々なニーズに対応できる幅広い人材を育成します。
[発達障害児支援保育士等研修事業]
人間形成の基礎となる乳幼児期を過ごす保育所等において、子どもの発達の課題や特徴を理解した支援が行えるよう、保育士等を対象とした実務研修を実施し、保育の実践力の向上を図ります。
[児童養護施設等対応機能強化事業]
児童養護施設等に入所している発達障害児等への適切な支援が行えるよう、施設職員を対象とした研修を実施し、支援技術の向上を図ります。

６　福祉用具等ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨの向上に資する機器の普及促進及び身体障害者補助犬の育成等　　　　　　　　　　　　　　
○　補装具の購入、修理又は借受けに要する費用や日常生活用具の給付・貸与に要する費用の一部に対する公費支給を行うとともに、福祉用具に関する情報提供等により、その普及を促進します。

○　情報提供機関や相談機関のネットワーク体制の構築により、福祉用具に関する情報の提供や相談窓口の整備を推進するとともに、研修の充実等により、福祉用具の相談等に従事する専門職員の資質向上を図ります。

○　身体障害者補助犬法（平成14年法律第49号）に基づき、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の育成及び身体障害者補助犬を同伴する身体障害のある人の施設等の利用の円滑化を図ります。
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Ⅱ 安全・安心な生活環境の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜基本的な考え方＞
　障害のある人がそれぞれの地域で安全に安心して暮らしていくことができる生活環境の実現を図るため、障害のある人が快適に生活できる住環境の整備、移動しやすい環境の整備、アクセシビリティ(*1)に配慮した施設等の普及促進、障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進等を通じ、障害のある人の生活環境における社会的障壁の除去を進め、アクセシビリティの向上を推進します。


。







(*1)アクセシビリティ---施設・設備、サービス、情報、制度等の利用しやすさのこと。
現状と課題　
１  障害のある人に配慮したまちづくり
○　岡山県福祉のまちづくり条例（平成12年岡山県条例第１号）や高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号。以下「バリアフリー法」という。）により、障害のある人に配慮したまちづくりを計画的に推進し、バリアフリー化を促進してきたところですが、障害のある人を対象としたアンケートでは、外出時に困ることとして、約２割の方が「道路や駅に階段や段差が多い」「外出先の建物の設備が不便」とそれぞれ回答しています。引き続き、障害のある人も含めたすべての人が、安心・安全・快適に暮らしていける福祉のまちづくりを計画的に推進していくことが必要です。

○　ユニバーサルデザイン（ＵＤ）社会を実現するためには、建物や設備、道路、交通機関、公園などの新設、改修といったハード面でのユニバーサルデザインに配慮した整備と併せて、一人ひとりの個性や特徴を互いに理解すること、すなわちＵＤマインドを持ち、実践するというソフト面での対応が重要です。今後、障害のある人の高齢化や国際化が進展するなかで、誰もが暮らしやすい社会を作っていくために、ハード･ソフト両面からのバランスが取れた取組が必要です。

２　住宅の確保・生活関連施設のバリアフリー
○　障害のある人を対象としたアンケートでは、地域で生活するためにあればよいと思う支援は、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」が48.6％、「障害のある人に適した住居の確保」が48.1％となっています。
障害種別でみると、身体障害のある人は「障害のある人に適した住居の確保」が51.8％と最も高く、知的障害のある人は「必要な在宅サービスが適切に利用できること」が48.5％と最も高くなっています。障害のある人への適切な在宅サービスと住宅の確保が必要となっています。
○　障害のある人の高齢化・重度化に対応して、日常生活上の介護や相談援助等を受けながら共同生活をするグループホームの整備・活用促進によって、地域生活への移行を推進するとともに、その安全性にも配慮していく必要があります。

○　自力で住まいを確保することが困難な障害のある人に対しては、これまでバリアフリー化された公営住宅の供給等により対応してきました。
一方、公営住宅は老朽化した住宅の改修等にシフトしてきていることから、今後は民営借家（アパート等）や一般住宅等を障害のある人の住まいとして安定して供給できるように促進していくことも求められます。

○　公営住宅においては、引き続き、障害のある人や高齢者向けの住宅建設、設備の改善に取り組む必要があります。また、既存公共施設を含む公共施設の環境改善を実施し、施設のバリアフリー化の状況を情報提供する必要があります。

○　民間借家については、住宅セーフティネット法(*2)等に基づき、賃貸人、障害のある人双方に対する情報提供等の支援等、民間賃貸住宅への円滑な入居を促進する必要があります。

３　公共交通機関・移動手段等のバリアフリー
○　障害のある人を対象としたアンケートでは、外出する場合に困ることは、「公共交通機関が少ない（ない）」が28.3％と最も高くなっています。障害別にみると、身体障害のある人は、「道路や駅に階段や段差が多い」が25.8％と最も高くなっており、移動手段の確保及び公共の場での段差の解消などのバリアフリー化が重要です。

○　バリアフリー法及びバリアフリー化に関する各種ガイドライン等により、ユニバーサルデザインにも配慮しながら、交通・移動手段のバリアフリー化を推進する必要があります。
(*2)住宅セーフティネット法---住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
取組の方向性
１ 障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進　　　　　　　　　　　　　　　　
○　岡山県福祉のまちづくり条例及びバリアフリー法に基づき、指導・助言等の必要な措置を適切に講じることで、障害のある人や高齢者をはじめすべての県民が継続して安全かつ快適に公共的施設を利用できるよう推進します。

○　誰もが安心して利用でき、気軽にまちへ出かけられるようにするため、「ほっとパーキングおかやま」駐車場利用証制度の普及やバリアフリーステッカーの交付等を、引き続き推進していきます。

○　道路整備に当たっては、幅広い歩道の整備、視覚障害のある人のための誘導ブロックやスロープの設置、横断歩道橋の改善など、バリアフリー法等に基づき、障害のある人や高齢者にやさしい道路等のバリアフリー化を推進します。

○　主要生活関連経路において、公共交通機関等のバリアフリー化と連携しながら幅の広い歩道の整備や無電柱化等の推進を図ります。

○　バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路において、歩行者用信号が青であることを音で知らせる音響式信号機や、歩行者・自転車と車両が通行する時間を分離する歩車分離式信号、歩行者青時間の延長を行う高齢者等感応化装置等のバリアフリー対応型信号機、見やすく分かりやすい道路標識等の整備を推進します。

○　障害のある人が安全に安心して自動車を運転できるよう、信号灯器のLED化、道路標識の高輝度化等を推進します。

○　市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、区域（ゾーン）を設定して、最高速度：時速３０キロメートルの区域規制、路側帯の設置・拡幅、物理的デバイス設置等の対策を効果的に組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制を図ります。

○　都市計画の推進に当たり、引き続き環境負荷の軽減、防災性の向上、良好な景観の保全・形成、生活環境の増進等、都市が抱える各種の課題への対応等とあわせて、バリアフリー化への対応を推進していきます。

○　都市公園の整備に当たっては、安全で安心な利用ができるよう岡山県福祉のまちづくり条例及びバリアフリー法に基づく基準により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害のある人等が利用可能な通路やトイレの設置等を進めます。

○　福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推進、公園等との一体的整備の促進、生活拠点の集約化等において、ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の考え方に配慮し、障害のある人をはじめ、すべての人が安心・快適に暮らせるまちづくりを推進します。

○　多くの県民にＵＤの考え方をより一層、理解・定着してもらうために、セミナー、体験事業等の実施において、広く普及啓発に取り組みます。NＰＯ等と協働し、ワークショップやＵＤ体験等を組み込んだ多彩な事業の実施により、ＵＤの学びの場と機会を提供します。また、ＩＴ分野におけるＵＤの推進も図ります。
２　住宅の確保・生活関連施設のバリアフリー化　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　本県の公営住宅は、「岡山県住生活基本計画」に基づき、障害のある人及び高齢者の生活に適切に配慮した仕様で施設の改善に取り組んでいます。公営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則とするとともに、既存の公営住宅のバリアフリー化改修を促進し、障害のある人向けの公共賃貸住宅の供給を推進します。

○　公営住宅等での障害のある人に対する入居における抽選の優遇実施や単身入居を可能とするための取組も推進していきます。

○　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）以下「住宅セーフティネット法」という。）に基づき岡山県居住支援協議会や居住支援法人等と連携し、賃貸人、障害のある人の双方に対する情報提供、必要な相談体制の整備等を行うとともに、セーフティネット住宅(*3)の登録を促進し、障害のある人の民間賃貸住宅への円滑な入居を推進します。　

○　障害のある人の世帯等に対して、住宅の増改築のための生活福祉資金の貸付けを行うとともに、精神障害のある人の住まいを確保するため、民間による家賃保証制度の活用を促進し、家賃保証料の一部を助成するなど支援します。

○　障害のある人や民間賃貸住宅の賃貸人が行うバリアフリー改修等を促進するとともに、障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、住宅改修等に対する市町村の取組に対して適切に支援していきます。
　
○　グループホームの整備及び利用の促進を図り、入居する障害のある人が安心して生活できるよう、非常災害時における消防団や近隣住民との連携体制の構築を促進するとともに、建築基準法（昭和25年法律第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）の基準に適合させるための支援等を実施することにより、防火安全体制の強化を図ります。

(*3)セーフティネット住宅---要配慮者の入居を拒まない住宅 

３ 公共交通機関・移動手段等のバリアフリー化の推進等　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人や高齢者等の交通弱者が、日常生活に必要なバスを安全かつ円滑に利用できるよう、低床型バスの導入・運行を促進します。また、公共交通ターミナル、公共交通機関等のバリアフリー化を推進します。



○　公共交通機関の旅客施設及び車両内等において、障害特性に配慮した案内表示や情報提供の充実を推進します。

○　障害のある人への適切な対応の確保を図るため、交通事業者に対して、教育訓練の実施等が促進されるよう要望していきます。

○　障害のある人や高齢者等の移動に制約のある人の外出手段の確保を図るため、ＮＰＯ等非営利法人による福祉移送サービスを普及するとともに、安全なサービスが安定的に供給されるよう、運送者相互のネットワーク形成をより一層支援していきます。

○　ユニバーサルツーリズム(*4)の推進等を図るため、移動支援に必要な情報提供手段の研究等を行い、障害のある人が観光や外出を楽しめる機会の提供に努めます。

(*4)ユニバーサルツーリズム---障害のある人ない人誰もが気軽に快適な旅行を楽しめるよう配慮された旅行

４　公共的施設等のバリアフリー化の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　公共的施設については、岡山県福祉のまちづくり条例やバリアフリー法で定められる施設において、建築主、設置者等に対する基準の遵守が図られるように、県、市等が指導・助言を行い、障害のある人等が安全・快適に利用できるようバリアフリー化を積極的に進めます。

○　県有建築物を新設する場合は、岡山県福祉のまちづくり条例やバリアフリー法の整備基準を遵守するとともに、ユニバーサルデザインの概念(*5)を踏まえ、障害のある人等が安全・快適に利用できるよう整備を図ります。

○　既存施設については、重要度・緊急度の高いものから、段差解消やバリアフリートイレの設置などバリアフリー化を図ります。一般県民と接することの多い窓口業務を行う施設については、特にバリアフリー化の推進を図ります。

○　利用者参加によるバリアフリー施設整備の促進を図るため、県事業を対象に施設の整備計画・設計段階から高齢者や障害のある人等の意見を聴くバリアフリー相談検討会を開催します。また、これまで養成したバリアフリーアドバイザーの資質向上を図ります。

(*5)ユニバーサルデザインの概念---すべての人にとって安全で使いやすいものにするという考え方



Ⅲ　教育の振興　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜基本的な考え方＞
　障害の有無に関わらず、可能な限りともに教育を受けることのできる仕組みの整備を進めるとともに、障害に対する理解を深めるための取組を推進します。また、高等教育における障害のある学生に対する支援を推進するため、合理的配慮の提供等の充実を図ります。さらに、障害のある人が学校卒業後も含めてその一生を通じて、自らの可能性を追求できる環境を整え、地域の一員として豊かな人生を送ることができるよう施策の一層の充実を図ります。





現状と課題
特別支援学校の現状　　　　　　　　　　　　　 （令和２（2020）年５月１日現在　2,265人）
[image: ]

１　インクルーシブ教育システムの推進
(１)特別支援学校における一人ひとりの教育的ニーズに対応した学校づくり
　障害種別に対する専門性と併せて、幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育課程の改善及び指導の充実が必要です。

(２)就学前、小学校、中学校、高等学校等における特別支援教育の充実
○就学前における特別支援教育の充実
・令和元(2019)年度に実施した本県独自の調査によると、県内の公立幼稚園（５歳児を対象）に在籍する特別な支援を必要とする幼児の割合は21.7％であり、平成27(2015)年度の17.6％に比べ大幅に増加していることから、早期からの適切な支援が求められており、特に「個別の教育支援計画」等を活用して、就学前の支援に関する情報を小学校等へ円滑に引き継ぐことが必要です。

○小・中学校における特別支援教育の充実
・小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒数や通級指導教室で指導を受けている児童生徒が増加しています。令和元(2019)年度に実施した県調査によると、通常学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒の割合は、小学校11.5％、中学校で8.1％であり、平成27(2015)年度とほぼ同じ程度であり、継続した対応が必要です。
（平成27(2015)年度 小学校12.6％、中学校8.4％）

・通常の学級において特別な支援を必要とする児童生徒の学習指導の充実を図るためには、個の障害特性と集団を配慮した授業づくりと学級経営づくりの充実が必要です。

・特別支援学級では、自閉症・情緒障害特別支援学級の児童生徒数が急増するとともに、実態が多様化しており、児童生徒一人ひとりの障害の状態を踏まえ、学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するための指導領域であるコミュニケーションや心理的安定などの「自立活動」の指導の充実が求められています。

・小・中学校では、通級による指導を希望する児童生徒が増加しており、実態も多様化しています。また、中学校区を単位とした地域内の学校間で継続した取組も重要です。

○高等学校における特別支援教育の充実
・令和元(2019)年度に実施した県調査では、特別な支援を必要とする生徒の割合は、全体で4.1％であり、平成27(2015)年度に比べ増加しており、発達障害を含む特別な支援を必要とする生徒一人ひとりに対して、学習や生活面における適切な指導・支援を行うことが一層求められています。（平成27(2015)年度 全体3.7％）

・高等学校に在籍する特別な支援を必要とする生徒の自立と社会参加に向けて、一人ひとりの卒業後の生活を見据え、キャリア教育を充実させるとともに、教育相談や就労や進学などの進路相談等の充実を図ることが求められています。

(３)発達障害のある子どもの支援
　全教職員の発達障害を含む障害への理解を深めるため、校内研修や県総合教育センター
等での研修を充実していく必要があります。また、特別支援学校の教員からなる専門指導
員や医療・福祉等外部の専門家を要請のあった学校に派遣するなど、特別な支援を必要と
する生徒へ適切に対応するための助言・援助を充実させる必要があります。

２　教育環境の構築・整備
(１)教員の専門性の向上
すべての学校や学級において、発達障害等を含め特別な支援を必要とする児童生徒等が在籍する可能性があることから、すべての教職員が特別支援教育の担当者であるという意識をもつとともに、発達障害を含む様々な障害に適切に対応できる指導力を身に付けることが求められています。
また、特別支援学校の教職員だけでなく、特別支援学級や通級指導担当者についても、特別支援学校教諭免許状の保有を一層推進することが必要です。
　
(２)特別支援学校のセンター的機能の充実
学校教育法には、特別支援学校は、幼稚園（保育所）、小学校、中学校、高等学校等の要請に応じて、障害により教育上特別の支援を必要とする幼児児童生徒の教育に関して必要な助言又は援助を行うよう努めることが規定されています。また、小・中学校等からの助言の期待も高まっていることから、特別支援学校のセンター的機能の一層の充実に努める必要があります。

３　高等教育等における障害のある学生支援の推進
○　特別支援学校では、高等部入学後に、中学校等が行っていた指導・支援を適切に引き継ぐことができるよう、「個別の教育支援計画」等による適切な引継ぎを十分に行い、キャリア教育の充実や、就労に向けた企業等との連携・協力、重度の障害のある生徒の移行支援と進路先の保障等が必要です。

○　大学等への進学率が高まる中、障害のある学生についての理解の促進や、大学が提供する様々な機会におけるバリアフリー化の推進を図っていくことが求められてきています。併せて、障害のある学生が学べるよう、大学等において入学試験や授業面等で講じるべき合理的な配慮の提供が一層求められています。

４　生涯を通じた多様な学習活動の推進
　障害の有無に関わらず、生涯にわたって自らの興味や関心に基づき学習する機会をもち、生活のゆとりや豊かさを実感し、社会参加を果たすことは極めて重要です。

取組の方向性
１　インクルーシブ教育システムの推進　　　　　　　　　　     　　　　　　　
(１)インクルーシブ教育システムの理念に基づく就学先決定への取組　　　　　　
　市町村教育委員会は、障害のある児童生徒の就学先決定に当たり、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から、就学先の判断を行うこととなります。
なお、この場合において、市町村教育委員会が本人・保護者に対し十分な情報提供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が、教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則として、最終的には市町村教育委員会が行政上の役割として就学先を決定することとなります。

(２)障害のある児童生徒に対する適切な合理的配慮の提供　　　　　　　　　　　
障害のある児童生徒に対する合理的配慮については、児童生徒一人ひとりの障害の状態や教育的ニーズ等に応じて設置者・学校と本人・保護者間で可能な限り合意形成を図った上で決定し、提供されることが望ましいことを周知します。

(３)多様な学びの場の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一人ひとりの教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できるよう、小・中学校等における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校という連続性のある「多様な学びの場」のそれぞれの充実を図ります。

(４)特別支援学校における一人ひとりの教育的ニーズに対応した学校づくり
一人ひとりの教育的ニーズに応じて、これまで以上に、地域社会の中で共に学び、積極的に活動し、豊かに生活できるよう、地域の医療、保健、福祉、労働等の関係機関と連携を図ります。　

〇　地域資源の活用による各教科等の授業の改善・充実やＩＣＴの活用による個別最適化した学びの保障等、新しい教育課題に対応した実践研究を行います。

〇　低学年段階から居住地の小・中学校等と連携した居住地校交流を積極的に推進します。

〇　医療的ケアを安全に実施するため、看護師を配置するとともに、高度化する医療的ケアに対応する看護師の専門性の向上のため、医療機関と連携した看護師研修を充実させます。

〇　生徒一人ひとりが卒業後の生活を見据え、自立への意欲を高めることができるよう、早
期からのキャリア教育の視点を踏まえ、教育課程の見直しや教育実践に取り組みます。ま
た、企業団体との協力関係を構築するとともに、就労支援の在り方について研究します。

(５)就学前、小学校、中学校、高等学校等における特別支援教育の充実　
個別の教育支援計画等の活用による確実な引継ぎ、個別の教育支援計画等を進級、進学
の際の引継ぎのツールに使用するなどの更なる活用が促進されるよう、市町村教育委員会と連携して学校に働きかけます。また、特別支援教育コーディネーターや校内委員会が十分機能するよう、教職員研修等を通して働きかけます。さらに、関係機関が連携して、医療機関の受入体制を含めた院内学級の増設や、ＩＣＴ機器の活用により学習支援等の環境整備について研究を行います。

①就学前における支援の充実
〇　医療・保健・福祉機関等と連携して就学に関する必要な情報が届くようにするなどの支援体制の充実が図られるよう就学前巡回相談等、市町村の取組を支援します。

〇　地域の医療機関や、保健・福祉等の関係機関と連携し、相談機関の一覧や就学手続等を示したリーフレットの活用を推進し、就学に関する情報を保護者に分かりやすく提供します。

②小・中学校における特別支援教育の充実
○　学級で特別な支援が必要な児童生徒の障害特性に配慮した授業づくりと学級づくりの充実を図るため、市町村教育委員会と連携して小・中学校に指導・助言を行います。

〇　中学校区等を単位とした地域内の核となる教員の専門性と指導力を向上させていきます。

〇　通級による指導を希望する児童生徒の増加に対応するよう、通級指導教室の充実に努めます。

〇　特別支援学級において、個別の教育支援計画等を活用した適切な指導・支援が行われる
よう市町村教育委員会と連携して、各学校での取組の徹底を図ります。併せて適切な学び
の場について柔軟に見直すことについて理解を図ります。

〇　積極的な交流及び共同学習の推進について市町村教育委員会に指導・助言します。

③高等学校における特別支援教育の充実
〇　入学時に中学校から個別の教育支援計画等を確実に引き継ぎ、合理的配慮を含む個別の配慮を個別の教育支援計画等に明記し、その内容を教職員が共通理解して、生徒指導や授業に生かしていくことができるよう指導していきます。

〇　授業のユニバーサルデザイン化等の工夫と合わせて、ＩＣＴ機器を活用した授業づくりや板書の工夫等の仕掛けが効果的であるため、県総合教育センターや学校において、特別支援教育の観点を取り入れた授業づくりに関する研修を充実させます。

〇　障害のある生徒の高等学校への進学に対応するため、個別の状況に応じた入学者選抜に
おける配慮を行います。

(６)発達障害のある子どもの支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
発達障害のある子どもの支援のため、市町村、保健所、児童相談所、発達障害者支援セ
ンター等が連携して、総合的な相談や障害の早期発見、早期療育に努めます。


２　教育環境の構築・整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　特別支援学校の特別支援学校教諭免許状の保有率の向上を図るため、特別支援学校を希望する免許状保有者の採用枠の拡大や、免許法認定講習の拡充に努めます。また、現在、特別支援学校に勤務している教員及び小・中学校の特別支援学級や通級指導担当者について、免許状の取得を更に推進します。

○　すべての学校において、全教職員が共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の理念や、合理的配慮について正しく理解するとともに、発達障害の特性や基本的な支援方法等、特別支援教育に関する知識･技能や専門的指導力を高めるための研修を一層充実させます。

○　就学前から卒業後の福祉サービス利用まで、一貫した支援を継続するために、特別支援学校は、地域の自立支援協議会等関係機関と積極的に連携し、小・中学校等の支援に生かします。また、各地域の相談窓口について保護者や地域の方々への周知に努めます。

○　特別支援学校のセンター的機能として発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人ひとりに応じた適切な指導・支援の方法（アセスメントを含む。）、「個別の教育支援計画」等の作成、関係機関との連絡等に関する助言、援助等を行います。各学校で構成する連絡協議会を設置し、センター的機能の充実を努めます。

○　特別支援学校がセンター的機能を十分に発揮するため、障害の特性等について専門的な知識を有する専門指導員を任命し、地域の小・中学校等からの要請に応じて迅速・適切な対応ができるよう校内体制の整備に努めます。

○　特別支援教育支援員を対象とした研修会の開催などにより、支援員の効果的な活用を
図ります。

○　障害のある児童生徒の一人ひとりの教育的ニーズに応じた教科書を始めとする教材の提供を推進するとともに、情報通信技術（ICT）を活用した分かりやすい授業等の実施により障害のある児童生徒の一人ひとりの障害の状態や特性等に応じた教育の充実に努めます。

○　災害発生時における利用等の観点も踏まえつつ、ユニバーサルデザインの整備を計画的に進めていくとともに、必要なバリアフリー化の整備を推進していきます。

３　高等教育等における障害のある学生支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　大学入試の試験において実施されている障害のある受験者の配慮については、障害のある学生一人ひとりのニーズに応じてより柔軟な対応に努めるとともに、高等学校及び大学関係者に対し、配慮の取組について一層の周知を図るよう障害のある学生への国の支援指針等を参考に大学等に要請していきます。

○　入試における配慮の内容、施設のバリアフリー化の状況、学生に対する支援内容・支援体制、障害のある学生の受入れ実績等に関する各大学等の情報公開を促進するよう、障害のある学生への国の支援指針等を参考に大学等に要請していきます。

○　各大学等における相談窓口の統一や支援担当部署の設置など、支援体制の整備を促進するよう、障害のある学生への国の支援指針等を参考に要請するとともに、障害のある学生への修学支援に関する先進的な取組を行う大学等の事例収集等を実施するとともに、大学等間や地域の地方公共団体、高校及び特別支援学校等とのネットワーク形成を促進するよう努めます。

４　生涯を通じた学習活動の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害の有無に関わらず、生涯にわたって自らの興味や関心に基づき様々な学習活動に取り組むことができるよう、多様な学習機会や情報の提供などの充実を図ります。
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Ⅳ　文化芸術活動・スポーツ・国際交流等の推進　　　　　　　＜基本的な考え方＞
障害のある人が、文化芸術活動やスポーツ等を楽しむことで、心豊かな社会生活を送ることができるよう環境の整備等を推進していきます。
　また、障害のある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害への理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会参加の促進に寄与します。
さらに、レクリエーション活動を通じて、障害のある人等の体力の増強や交流、余暇の充実等を図り、地域における障害者スポーツの一層の普及に努めるとともに、競技性の高い障害者スポーツにおけるアスリートの育成強化を図ります。
。







現状と課題　
１　文化芸術活動について　
○　令和２(2020)年２月に行われた世論調査(*1)によると、成人一般で、過去１年間に文化芸術活動を鑑賞したことのある人の割合は、67.3％となっています。一方で、平成29(2017)年10月に行われた調査(*2)によると、障害のある人（７歳以上）で、過去１年間に文化芸術活動を鑑賞したことのある人の割合は44.6％にとどまっています。

○　また、県が実施した、障害のある人を対象としたアンケートによると、文化芸術活動の頻度は、「週１回以上」と回答した人は全体の15.9％にとどまっています。文化芸術活動をしない理由は、全体では「興味がない」が42.2％と最も高く、次いで「できる種目・種類がない」（22.4％）、「きっかけがない」（20.8％）、「施設が近くにない」（13.0％）、「仲間がいない」（11.7％）となっています。

２　スポーツ等について
○　スポーツは、誰もが日常生活の中で楽しむことができるものから競技性の高いものまで、障害の状況に応じて取り組むことができるため、スポーツが有する様々な効用を踏まえ幅広く積極的に推進する必要があります。

○　令和元(2019)年11～12月に行われた世論調査(*3)によると、成人の週１回以上のスポーツ実施率は53.6％となっています。一方で、令和元(2019)年11月に行われた調査(*4)によると、障害のある人（成人）の週１回以上のスポーツ・レクリエーション実施率は25.3％にとどまっています。

○　障害のある人を対象としたアンケートによると、運動・スポーツの活動頻度は、全体では「ほとんどしない」が38.8％と最も高く、次いで「週に１・２回程度する」（14.0％）、「月に１・２回程度する」（11.0％）、「週に4・5回程度する」（7.0％）となっています。
障害別にみると、発達障害のある人、精神障害のある人（在宅者）、精神障害のある人（入院患者）は「ほとんどしない」が4割を超えています。
「運動・スポーツをしない理由」として、全体では「興味がない」が37.0％と最も多く次いで「できる種目・種類がない」（29.8％）、「きっかけがない」（20.7％）、「疲れやすい」（20.0％）、「施設が近くにない」（14.7％）となっています。

３　国際交流について
○　国際化が進展する中で、共生社会を実現するためには、障害を含む福祉分野においても国際交流による相互理解や、福祉施策や先進的取組の情報交換等が求められます。障害のある人をはじめ県民すべてが国際社会の一員として、国際的な視野を持って障害のある人を取り巻く様々な問題に取り組み、また国際性豊かな人づくりを進めるために、一層の国際交流の推進が必要です。

(*1)：内閣府「文化に関する世論調査」
(*2)：文化庁「障害者の文化芸術の鑑賞活動及び創作活動実態調査」
(*3)：内閣府「スポーツの実施状況等に関する世論調査」
(*4)：スポーツ庁委託事業「『障害者スポーツ推進プロジェクト（障害者のスポーツ参加促進に関する調査
研究）』報告書」

取組の方向性
１　文化芸術活動の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東京２０２０オリンピック・パラリンピックを契機に、障害のある人の個性と能力の発揮及び社会参加の促進が図られるよう、障害者文化芸術活動推進法の趣旨を踏まえ、障害のある人の創作活動や交流促進、人材育成・権利擁護を推進するとともに、作品発表等の機会をさらに拡大し、障害のある人の作品の魅力を力強く発信します。

(１)文化芸術の創造・発表及び鑑賞の機会の拡大
○　東京２０２０オリンピック・パラリンピックを契機に、「おかやま県民文化祭」主催事業として全県公募展を開催することにより、作品発表の機会や情報発信力の拡充を図り、多くの県民に障害者アートの魅力・素晴らしさに触れてもらうとともに、更なる障害への理解促進を図ります。

○　障害のある人が、創作活動を頑張る契機となるよう、個性輝く作品を県庁１階県民室で定期的に展示し、県民に鑑賞してもらえる場を提供します。

○　おかやま県民文化祭主催事業の岡山県美術展覧会「県展」や「岡山県文学選奨」等を周知し、障害のある人の作品発表の機会を増やすとともに、障害のある人とない人との交流に努めます。

○　劇場、博物館や美術館等における公演・展示等において、字幕や音声案内サービスの提供等、障害のある人のニーズに応じた工夫・配慮が提供されるように努めます。

(２)文化芸術活動を通じた交流の促進
○　アートや創作活動等に取り組んでいる人を講師とした体験型ワークショップ等を開催し、障害のある人の創作活動を支援するとともに、障害のある人とない人が一緒に楽しみ、交流できる場を創出する等の取組を通じて、障害の特性や障害のある人の持つ優れた才能に対する理解を深めていきます。

(３)人材の育成、関係者の連携協力等
○　障害福祉サービス事業所職員や文化芸術関係者等を対象とした講演等を通じて、障害のある人の文化芸術活動を支援する人材の育成や文化芸術活動において必要な権利擁護の知識等の習得を図ります。

○　文化芸術活動に携わる関係者間のネットワークづくりを支援し、障害のある人の文化芸術活動に関する様々な相談への対応や情報提供を行うことができるよう、体制・環境づくりに取り組みます。

２　障害者スポーツの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
○　岡山県障害者スポーツ大会の開催や全国障害者スポーツ大会への派遣を通じて、障害のある人のスポーツの普及を図るとともに、民間団体等が行うスポーツ等に関する取組を支援します。
　
○　これまでスポーツに参加する機会が少なかった障害のある人もスポーツ活動を行うことができるよう、環境づくりに取り組みます。また、身体障害のある人や知的障害のある人のスポーツに比べるとまだ普及が進んでいない精神障害のある人のスポーツの振興に取り組みます。

○　東京２０２０オリンピック・パラリンピックを契機に、障害者スポーツの国際大会等に出場経験のある選手による講演会等を開催することにより、障害に対する理解促進に取り組みます。

○　パラリンピック等への参加の支援等、スポーツにおける障害のある人の国内外の交流を支援するとともに、パラリンピック等の競技性の高い障害者スポーツにおけるアスリートの育成を支援します。
　　　　　　　
○　地域住民の誰もが気軽に参加できるスポーツ活動の場を提供し、子どもから高齢者、障害のある人を含めて、それぞれの特性に応じて主体的にスポーツ活動に参加できる環境づくりを推進します。

○　専門的な知識や指導技術を有し、地域での活動の中心的な役割を担うスポーツ指導者を養成します。また、障害者スポーツに関する関心を高め、ボランティア活動への参加を推進します。

○　必要な時にガイドヘルパー（外出介護従業者）の派遣ができるように人材の確保を図るとともに、都道府県間の利用が可能となるよう体制の充実に努めます。

○　障害のある人が、旅行、観光、娯楽等により充実したレクリエーション活動を楽しむことができるように、県内の情報を集約して、県のホームページで公表する等、情報提供の充実を図ります。

３　障害のある人等の国際交流の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
○　グローバル化が進展する中、障害をはじめとした福祉分野においても、国際交流の取組を促進することがこれまで以上に重要となっています。国際交流団体が行う各種活動や在住外国人との交流等、又は諸外国における障害のある人を取り巻く状況や諸福祉施策等の情報交換等を通してネットワークの構築等に努めます。

○　パラリンピック等への参加等、民間団体等が行う障害者スポーツを通じた国際交流の取組を支援します。

○　民間団体等が開催する障害のある人の作品展等、文化芸術活動を通じた国際交流の取組を支援します。




Ⅴ 雇用・就業、経済的自立の支援　　　　　　　　　　　　　　 
＜基本的な考え方＞
障害のある人が地域で自立した生活を営むためには、就労が重要であるという考え方のもと、働く意欲のある障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮できるよう、多様な就業の機会の確保や障害特性に応じた就労支援に努めます。また、一般就労が困難な人には福祉的就労の底上げにより工賃の水準が向上するよう支援を行います。
。





現状と課題　
１　障害のある人の雇用の推進
○　障害のある人の就業については、令和２(2020)年度に障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が2.2％から2.3％に引き上げられ、障害のある人の就労意欲の高まりもあり、雇用者数は年々増加しています。引き続き障害のある人がその適性や能力に応じて働くことができるよう、就業支援や雇用の促進に取り組む必要があります。

○　法定雇用率　　　民間企業　　　　　　　　　　2.3％　
国・地方公共団体等　　　　　2.6％
　　　　　　　　都道府県等の教育委員会　　　2.5％

岡山県の民間企業実雇用率　　　　　　　　　　2.45％
　　（令和元(2019)年 ６月時点 全国2.11％ 対 前年比0.07％増）

○　同法に基づき、精神障害のある人も法定雇用率の算定対象となった（平成30(2018)年４月施行）ことも踏まえ、精神障害のある人の雇用の促進のための取組を充実させる必要があります。

○　障害のある人を対象としたアンケートでは、「平日の日中の主な過ごし方」として、全体では「会社勤めや、自営業、家業等で収入を得て仕事をしている」が14.1％でした。また、仕事をしていない人では、今後の就労意向は、「仕事をしたい」（38.5％）となっていて、約４割の人が就労意欲があるにも関わらず就労できていない実態もあり、一層の就労に向けた支援が必要となっています。

○　同アンケートでは、「障害者の就労支援として必要なこと」は、「職場の上司や同僚に障害の理解があること」が52.3％となっており、障害者雇用に対する理解を深めていくことが必要となっています。

２　総合的な就労支援
○　障害のある人を対象としたアンケートでは、勤務形態は、全体では「パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職員」が31.5％と最も高く、次いで「自営業、農林水産業等」（27.0％）、「正職員で他の職員と勤務条件等に違いはない」（22.0％）、となっています。
障害種別にみると、身体障害のある人は「自営業、農林水産業等」が38.4％と最も高くなっています。

○　福祉から雇用・就業への移行を促進するため、就職を希望する障害のある人が、個々の就職ニーズに即した職業能力を身に付けることができるよう、その障害の状態に応じた職業訓練を推進する必要があります。

３　一般就労への移行推進
○　一般就労への移行は、平成28(2016)年度の180人から、令和元(2019)年度の350人へと進んでいますが、引き続き、一般就労への移行を推進する必要があります。

○　障害のある人の一般就労への移行及び定着のためには、身近な地域において就業及び日常生活に関する指導や助言その他の支援を行う必要があります。

４　障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保　
○　障害のある人がその能力を発揮して働くためには、障害種別や障害特性等によって、多様な働き方を選択できる環境を整備する必要があり、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな就労支援を行うため、関係機関との連携体制を充実していく必要があります。

○　障害者総合支援法に基づく「岡山県障害福祉計画」とも相まって、こうした就労支援サービスの充実や一般就労への移行の促進を図るとともに、障害のある人が能力と適性に応じて、職業を通じ社会活動に参加して活躍できるよう、雇用の場の確保と就労の促進を図る必要があります。

○　障害のある人にとっての農業は、障害の特性や程度に応じて柔軟に作業に従事でき、就業機会の拡大が期待できるものと考えられ、就労継続支援事業所では、農業への参入意欲が高まっています。

５　福祉的就労の底上げ
○　障害のある人の生活基盤の安定を図るため、働く意欲と能力を有する人の一般就労を支援するとともに、一般就労が困難な人の福祉的就労による所得の向上を支援する必要があります。

○　平成30(2018)年度から令和２(2020)年度までを対象期間とする「第３期岡山県障害のある人の自立に向けた所得向上計画」を策定し、障害のある人の所得向上に取り組んできましたが、所得向上に当たっては、計画に基づく継続的な取組が必要です。

○　障害者総合支援法においては、障害のある人の自立を促進するため、就労支援サービスの充実が図られており、障害のある人が地域において自立した生活を営み、社会参加を進める上でも、自営を含めてその職業的自立を図る必要があります。

６　経済的自立の支援
○　障害のある人の所得保障には障害者年金や各種手当・減免制度等がありますが、制度をよく理解していないことが原因で受給できないことがないよう、今後も継続して各種制度の周知・利用促進に努めていくことが重要です。

取組の方向性
１　障害のある人の雇用の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害者雇用促進法の改正により、精神障害のある人も法定雇用率の算定対象となった（平成30(2018)年４月施行）ことも踏まえ、精神障害のある人の雇用の促進のため、岡山労働局等関係機関と連携して啓発・周知の取組を充実させます。

○　法定雇用率を達成していない民間企業については、公共職業安定所（ハローワーク）による指導等を通じ、障害のある人の雇用に関する専門相談や助成金制度の説明を行うとともに、岡山労働局等関係機関と連携した各種啓発・周知を行い、法定雇用率の達成を促進します。

○　企業が障害のある人を雇用するための環境整備等に関する各種助成金制度を活用し、障害のある人を雇用するよう、岡山労働局等関係機関と連携して啓発・周知を行うとともに、障害のある人の雇用を検討している中小企業等に、障害者雇用促進アドバイザーを派遣して適切な相談・助言を行い、中小企業等における障害者雇用の促進を図ります。

○　県においても、障害のある職員の採用に努めることにより、法定雇用率の達成を目指すとともに、「障害者活躍推進計画」に基づき、障害のある職員のさらなる活躍を推進するための取組を進めます。

○　雇用分野における障害のある人に対する差別の禁止、及び障害のある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が障害者雇用促進法（平成28年４月施行）により義務化されたことにより、岡山労働局等関係機関と連携して事業者に対する啓発・周知を行い、障害のある人もない人もともに働く機会の実現と均等な待遇確保の実現を目指します。

○　特例子会社制度等を活用し、引き続き、障害のある人の職域の拡大及び職場環境の整備を図るとともに、障害者雇用率制度の活用等により、引き続き、重度障害者の雇用の拡大を図ります。

○　使用者による障害者虐待の防止等のための必要な支援を行い、労働者である障害のある人の適切な権利保護のため、岡山労働局等関係機関と連携して個別の相談等への丁寧な対応を行います。

２　総合的な就労支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人が身近な地域で、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点である障害者就業・生活支援センターの機能の充実を図り、障害のある人に対し、就業面及び生活面からの一体的な相談支援体制の充実を図ります。また、岡山労働局、地域障害者職業センターを始めとする地域の関係機関と密接に連携して、職場実習の推進や雇用前の雇入れ支援から雇用後の職場定着支援までの一貫した支援を実施します。

○　障害のある人を雇用するための環境整備等の相談、関連する各種助成金制度等、障害者雇用に関するノウハウの提供等を岡山労働局、地域障害者職業センター等関係機関と連携して行います。

○　公共職業能力開発施設において障害のある人に向けた職業訓練を実施するほか、民間教育訓練機関等の訓練委託先を活用し、障害のある人の身近な地域において障害のある人の状況に応じた多様な委託訓練を実施します。
また、障害のある人の職業能力開発を効果的に行うため、地域における雇用、福祉、教育等の関係機関が連携の強化を図りながら職業訓練を推進するとともに、障害のある人の職業能力の開発・向上の重要性に対する事業主や県民の理解を高めるための啓発に努めます。

○　県立高等技術専門校では、公共職業安定所等との連携のもと、施設内において、知的障害のある人を対象とした訓練を実施します。また、特別委託訓練では、身体障害のある人を対象とした機械系分野（２年課程）の訓練を、委託訓練では、特別支援学校の生徒や様々な障害種別の人を対象として、企業、社会福祉法人、民間教育機関等、職業能力開発資源を活用した訓練を実施し、多様化する訓練ニーズに応じた職業訓練を推進します。
　　
○　国の「吉備高原障害者職業能力開発校」においては、一般の公共職業能力開発施設において受講することが困難な重度障害のある人等、職業訓練上特別な支援を要する障害のある人を積極的に受け入れ、障害の程度、特性に応じた職業訓練を実施していきます。

○　障害のある人の職業能力開発に関する技能大会の障害者技能競技大会（アビリンピック）を通じて、障害のある人の技能に対する社会の認識を高め、技能が尊重される社会の形成を目指します。

○　特別支援学校では、円滑な就労移行等を支援するため、教育・福祉・労働等の連携により、障害のある生徒の就労や自立への意欲を高めるための進路指導、職場開拓、産業現場等における実習の充実等を図ります。
併せて、生徒一人ひとりの卒業後の生活を見据え、自立への意欲を高めるため、生活の質の向上につながる教育課程の見直しや教育実践に取り組みます。
また、特別支援学校のセンター的機能を活用し、高等学校における障害のある生徒への就労支援に取り組みます。

３　一般就労への移行推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　就労移行支援事業所等を利用して一般就労をした障害のある人については、就労に伴う
生活面の課題に対する支援を行う就労定着支援により職場定着を推進します。

○　障害の特性に応じた就労支援の充実・強化を図るため、障害に関する事業主等の理解を一層促進し、障害のある人の雇用拡大を図ります。

○　就労移行支援事業所等において、一般就労をより促進するため、積極的な企業での実習や求職活動の支援（施設外支援）等の推進を岡山労働局等関係機関と連携して行います。

○　障害のある人の就業機会の拡大と雇用の促進を図るため、岡山労働局や就労支援サービス事業所と連携して就職面接会等の開催を行うとともに、障害者雇用を検討している中小事業者に対する助言・相談等を行います。

４　障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保　　　　　　　　　　　　　　
○　精神障害や発達障害の特性に応じた就労支援の充実・強化を図るため、障害に関する事業主等の理解を一層促進し、精神障害等のある人の雇用拡大を図ります。精神障害等のある人に対する就労支援に当たっては、就労支援機関が医療機関と連携を図りつつ、就労の定着を促進します。また、ハローワーク等において精神障害のある人や発達障害のある人に対する専門的な支援の強化を図ります。

○　精神障害のある人や発達障害のある人を県の職場に短期間、研修生として受け入れ、職場体験の機会を提供し、就労に向けた意欲の向上や準備のための支援に努めます。

○　難病患者の就労支援を促進するため、岡山県難病相談・支援センターに就労支援専門員を配置し、公共職業安定所等関係機関やハローワーク岡山に配置の難病患者就職サポーターとも連携を図りながら、きめ細やかな相談・援助、情報の提供を行います。

○　短時間労働や在宅就労、自営業等障害のある人が多様な働き方を選択できる環境を整備するとともに、情報通信技術（ICT）を活用したテレワークの一層の普及・拡大を図り、時間や場所にとらわれない働き方を推進します。

○　障害のある人の農業分野における就労を促進し、所得の向上を図るため、「農福連携」により、農業法人等の農業関係者や福祉関係者等に対する情報の提供とニーズの把握、労働に係る身体的な負荷の低減に向けた技術開発等を通じて、農業分野での障害者就労を推進します。

○　岡山県農福連携サポートセンターを中心に農業と福祉の連携を深めるとともに、就労継続支援事業所における農産物の生産拡大や農作業の受託促進、地域団体との連携による６次産業化等により、農業分野における取組の拡大を図ります。

５　福祉的就労の底上げ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　国が定める「『工賃向上計画』を推進するための基本的な指針」及び事業所の意向を踏まえた上で、「岡山県障害のある人の自立に向けた所得向上計画」を策定し、一般就労が困難な人が利用する就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃水準の向上支援及び障害者優先調達の継続的な推進に加え、福祉的就労から一般就労への移行促進を含めて、障害のある人の就労を通じた所得向上に総合的に取り組みます。

○　障害のある人が一人ひとりの個性と可能性を生かして働くことができるよう、就労支援サービスの基盤整備を図るとともに、適切な就労支援サービスが提供されるよう必要な支援を行います。
　
○　県は、各事業所が工賃向上への取組を円滑に進めることができるよう、関係施策の充実に努めるとともに、障害者優先調達推進法に基づき、毎年度調達方針を策定した上で、障害者就労施設等の提供する物品・サービスの優先購入を引き続き推進していきます。
また、県の工事や物品購入等の入札に際しては、障害のある人の雇用状況を評価する制度の活用を図ります。

６　経済的自立の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、雇用・就業（自営業を含む。）の促進に関する施策と福祉施策との適切な組合せのもと、諸手当等を支給するとともに、各種の税制上の優遇措置を運用し、経済的自立を支援します。また、受給資格を有する障害のある人が、制度の不知・無理解により、年金や諸手当、減免措置等を受ける機会を逃すことのないよう、各種制度の周知に取り組みます。

○　県有施設における障害のある人の利用等に当たり、その必要性や利用実態を踏まえながら、利用料等に対する割引・減免等の措置を講じます。
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Ⅵ　保健・医療の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　＜基本的な考え方＞
　障害のある人が身近な地域において、保健・医療サービス等を受けることが
できるよう、提供体制の充実を図ります。特に、入院中の精神障害のある人の早期退院や地域移行を推進し、いわゆる社会的入院の解消を進めます。また精神障害のある人の地域への円滑な移行・定着が進むよう、退院後の支援に関する取組を行います。
あわせて、保健・医療人材の育成・確保や、難病に関する保健・医療施策、障害の原因となる疾病等の予防・治療に関する施策を着実に進めます。

。







現状と課題
１　保健・医療の充実等
(１)医療体制の充実
本県の医療体制は、「岡山県保健医療計画」に基づき次のように保健医療圏を設定して、医療資源の効率的かつ適正な配置を図るとともに、医療機関相互の機能分担と連携を推進しています。
①一次保健医療圏（市町村域）
地域住民の日常的な健康相談、健康管理や頻度の高い一般的な傷病の治療等に対応する基礎的な圏域
②二次保健医療圏（５圏域）
  　原則として、入院医療の需要に対応し、比較的専門性の高い領域も含めて、一般的な保健医療がおおむね完結できる体制づくりを目指す圏域
③三次保健医療圏（県全域）
  　高度又は特殊な保健医療サービスを提供する圏域

(２)リハビリテーション医療
リハビリテーション医療は、障害のある人の自立を支援するために重要です。また、高齢化が急速に進展している中、脳卒中や転倒・骨折等の傷病を契機として日常生活が不活発になり、障害が重度化するおそれがあることから、その予防の観点も持って、医療や介護サービスが十分に連携して提供される必要があります。

(３)歯科医療
障害のある人の歯科診療は、多くの医療スタッフを必要とし、長時間の診療を要することもあり、歯科医師の協力が得にくい場合があるので、歯科診療体制の整備を推進することが必要です。

２　精神保健・医療の提供等
○　精神障害のある人が、地域で安心して生活するためには、必要なときに、身近な地域で、適切な医療を受けられる体制を整備する必要があります。また、保健所や精神保健福祉センター等において精神保健相談や訪問指導等、地域における精神保健対策の充実を図っていくことが重要です。

○　近年、社会や人間関係が複雑化する中で、うつ病等のストレス性疾患や依存症等についての心の健康づくり対策の重要性が高まっています。

３　保健・医療人材の育成・確保
○　障害のある人のニーズが多様化する中で、必要な保健医療サービスを受けられるよう、専門的技術を有する保健・医療従事者の養成・確保及び資質の向上を図ることが重要となっています。

４　難病に関する施策の推進
○　発病の原因が不明であり、効果的な治療方法が未確立の難病については、今後とも医療体制の確保を図るとともに、患者の療養生活の質の向上に向けた施策を進める必要があります。

○　平成25(2013)年４月から、障害者総合支援法に定める障害者等の対象に、難病患者が加わり、障害福祉サービス等の対象となりました。難病患者についても、医療体制の確保とあわせて、障害福祉サービスや相談支援を継続することが必要です。

５　障害の原因となる疾病等の予防・早期発見・治療
(１)障害の原因となる疾病の予防
○　妊娠・出産から新生児、幼児に至る過程の中で、疾病等の予防・早期発見が障害の予防や軽減につながることから、保健、医療、福祉等の連携を図りながら、より一層の保健施策を充実していくことが必要です。

○　安心して妊娠・出産することができる周産期医療体制の整備が必要です。

○　育児不安・負担感を抱える家庭の増加、児童虐待の増加等の現状を踏まえ、発達障害児の支援、乳幼児の事故防止、思春期保健対策等について、それぞれの地域の特性に応じた母子保健対策の推進が必要となっています。

○　高齢化の進展や食生活の乱れ、運動不足等を原因のひとつとして、生活習慣病になる人々の増加や寝たきり等の要介護状態になってしまう人々の増加が深刻な社会問題となっています。
○　社会経済環境の変化に伴い、物質的には豊かで生活は便利になる反面、人々の受けるストレスは高まり、心の健康を損ねて、神経症やうつ病等にかかる人が増えています。

(２)障害の早期発見・治療の推進
○　乳幼児の障害を早期に発見し、早期に治療や適切な療育につなぐ必要があります。

○　発達障害のある幼児の早期療育のほか、就学期や成人期において必要な支援が受けられるよう、各地域において適切に発達障害の診断や発達支援が受けられるよう専門的な医療機関や支援機関を確保する必要があります。

○  ひきこもりの長期化は、本人の社会参加の遅れ、家族の悩みの増大をまねくことから、大きな社会問題となっており、また、これらの問題の要因として精神障害が関与している場合もあります。

○　精神障害を早期に発見し治療に繋げていくことは、障害の状態の軽減、重症化の防止に有効であり、また、早期の受診を進めるためには、心の病気に対する誤解や偏見を取り除いていくことが必要です。

取組の方向性
１　保健・医療の充実等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられるよう、地域医療体制等の整備を図ります。その際、特に、高齢化等による障害の重度化・重複化の予防及びその対応に留意します。

○　障害のある人に対し、機能回復訓練から、日常生活動作（ADL）の向上、社会参加の実現に至る一貫したサービスの提供ができるリハビリテーション体制等の整備に努めます。

○　中核病院と地域の診療所等との適切な役割分担によって、脳卒中、糖尿病、５大がん、心筋梗塞等の発病時の急性期治療から在宅での療養まで、地域連携クリティカルパスの活用等により切れ目のない医療を提供する体制の構築を進めます。 

○　難病患者の身近な入院施設及び相談体制の確保のため、二次保健医療圏（５圏域）に指定している難病診療連携拠点病院・協力病院とともに、レスパイト事業において準協力病院の指定を増やす等、難病医療ネットワークの充実を図ります。 

○　障害のある高齢者が可能な限り住み慣れた地域で日常生活を継続しながら、必要な医療と介護が受けられるようにするため、在宅医療と介護の連携を推進する体制整備を図っていきます。県は、医療・介護関係団体の協働のための合意形成や市町村の取組の支援に努めます。

○　医療的ケアを必要とする障害児者が県内どこでも安心して生活できるよう、在宅で介護を行う家族の負担軽減を図るため、地域バランスのとれた医療型短期入所事業所等の整備・充実を進めます。併せて、相談支援事業所や重症心身障害児が利用可能な障害児通所支援事業所等の情報を提供していきます。

○　自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医療）、心身障害者医療費公費負担制度、指定難病に係る特定医療、特定疾患治療研究事業等の公費負担制度の普及を推進します。
　
○　障害のある人の健康の保持・増進を図るため、福祉サービスと連携した保健サービスの提供体制の充実を図ります。また、障害に起因して合併しやすい疾患、外傷、感染症等の予防と、これらを合併した際の障害及び合併症に対して適切な医療の確保を図ります。

○　定期的に歯科検診を受けるよう啓発します。また、歯科医療を受けることが困難な障害のある人に対する歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持・増進を図る取組を進めるとともに、障害の状況に応じた知識や技術を有する歯科専門職を育成するための取組を促進します。

２　精神保健・医療の提供等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　精神障害のある人への医療の提供・支援を可能な限り地域において行うとともに、入院中の精神障害のある人の早期退院（入院期間の短縮）及び地域移行を推進し、いわゆる社会的入院を解消するため、以下の取組を通じて、精神障害のある人が地域で生活できる社会資源を整備します。

○　専門診療科以外の診療科、保健所等、健診の実施機関等と専門診療科との連携を促進するとともに、様々な救急ニーズに対応できる精神科救急医療システムを確立する等地域における適切な精神医療提供体制の確立や相談機能の向上を推進します。

○　精神科デイケアの充実や、外来医療、ひきこもり等の精神障害に対する多職種による訪問支援活動の充実を図ります。

○　居宅介護等訪問系サービスの充実や地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の提供体制の整備を図ります。

○　精神障害のある人の地域移行の取組を担う精神科医、看護職員、精神保健福祉士、心理職等について、人材育成や連携体制の構築等を図ります。

○　精神障害のある人や家族のニーズに対応した多様な相談体制の構築を図ります。学校、職域及び地域における心の健康に関する相談、カウンセリング等の機会の充実により、県民の心の健康づくり対策を推進するとともに、精神疾患の早期発見の機会の確保・充実を図ります。

○　精神医療における人権の確保等を図るため、精神医療審査会や、実地指導・実地審査等により、人権に配慮した適切な医療の提供と入院環境の確保を推進します。

○　精神障害のある人とその家族が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすること
ができるよう、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進します。
また、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進める中で、依存症対策を総合的に推進します。

○　精神障害のある人の地域への円滑な移行・定着を進められるよう、社会的活動の拠点、在宅医療の充実や地域住民の理解の促進を図るとともに、働くことを含めた、精神障害のある人の退院後の支援に係る取組を行います。

３　保健・医療人材の育成・確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　地域に必要な医師・看護職員等の育成と確保を図ります。地域枠卒業医師の養成や、岡山大学での寄付講座による地域医療実習等教育の充実により、県内の医師不足地域等で診療に従事する医師の確保を推進します。また、職場定着や普及啓発等の取組により、看護職員確保に取り組みます。

○　地域医療の中核を担う、かかりつけ医等の医療従事者を対象に、難病に関する最新知識の普及を図るための研修会を行います。

○　地域において健康相談等を行う保健所、保健センター等の職員の資質の向上を図るとともに、必要な福祉サービス等の情報提供が速やかに行われるよう地域の保健・医療・福祉事業従事者間の連携を図ります。

○　今後、増えていく在宅医療や介護等のニーズに対応するためには、在宅医療と介護に従事する様々な職種（医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員等）のそれぞれが、その役割や専門性について十分に理解した上で、関係職種と協働する人材の育成が不可欠です。このため、多職種の連携体制構築を図ります。

○　発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、発達障害の診療・支援のできる医師の養成を図るとともに、巡回支援専門員等の支援者の配置の促進を図ります。

４　難病に関する施策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　難病のある人の療養生活の質の向上を基本に①医療費等の助成②地域における保健・医療・福祉の充実と連携③福祉施策の推進を３本柱として、総合的な難病対策を推進します。

○　難病の患者に対する医療等に関する法律や児童福祉法等に基づき、難病の患者等に対する良質かつ適切な医療の確保及び患者の療養生活の維持向上を目的とし、患者等の医療費の負担軽減を図ります。

○　難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るとともに、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細やかな相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を推進するため、難病相談・支援センター等により、地域で生活する難病患者の日常生活における相談・支援や地域交流活動の促進等を行います。

○　難病患者の身近な入院施設及び相談体制の確保のため、二次保健医療圏（５圏域）に指定している難病診療連携拠点病院・協力病院とともに、レスパイト事業において準協力病院の指定を増やす等、難病医療ネットワークの充実を図ります。
　
○　筋萎縮性側索硬化症（ALS）等の重症難病患者のうち、特に人工呼吸器を使用している患者の在宅療養については、人工呼吸器の点検、体位変換等の看護や介護業務を２４時間にわたり行わなければならないため、医療保険の枠を超える訪問看護費について公費で負担し、在宅療養を支援します。

○　難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっては、難病等の特性（病状の変化や進行、福祉ニーズ等）に配慮した円滑な事務が実施されるよう、理解と協力の促進を図ります。

５　障害の原因となる疾病等の予防・早期発見・治療　　　　　　　　　　　　　
○　妊産婦健診、乳幼児及び児童に対する健康診査、保健指導の適切な実施、周産期医療・小児医療体制の確保を図るとともに、これらの機会の活用により、疾病等の早期発見及び治療、早期療養を図ります。また、障害の早期発見と早期療育を図るため、療育に知見と経験を有する医療・福祉の専門職の確保を図ります。
　
○　発達障害の早期発見や適切な支援のための体制を整備するため、子どもの心の診療拠点病院を中心に、各地域において、発達障害に専門的に携わる医師や関係専門職の育成等を図り、全県的なネットワークの構築を進めます。

○　国の「健やか親子２１（第２次）」に基づき策定した、岡山県母子保健計画（令和２ (2020)年度を始期とする「岡山いきいき子どもプラン２０２０」内に含まれる。）を推進し、より質の高い母子保健サービス提供体制を構築します。

○　保健所、医療機関等関係機関の連携による心の健康に関する相談・カウンセリング等の機会の充実、ひきこもりや依存症の予防や本人及び家族への支援により、心の健康づくり対策を推進します。また、心の健康づくりに関する知識の普及、啓発を図るとともに、精神疾患の早期発見の機会の確保・充実を図ります。 
　
○　発達障害等様々な子どもの心の問題や被虐待児の心のケア等に対応するため、診療拠点
病院を整備し、拠点病院を中心とした保健・医療・福祉・教育・司法等の各機関が連携し
た支援体制ネットワークの構築を図ります。
また、学校教育を通して、不登校対策やいじめ問題等、思春期にある子どもの心のケア
や、健康・体力づくりを推進します。

○　糖尿病等の生活習慣病の発症予防と重症化予防のため、栄養・食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康、飲酒、喫煙及び歯と口の健康に関する生活習慣の改善による健康づくり施策を推進します。
そのため、子どもから高齢者まで、すべての県民が健康で生きる喜びを感じられる長寿社会の実現を基本理念とした県民の健康づくり計画「第２次健康おかやま２１セカンドステージ」に基づき、各種事業に取り組みます。

○　疾患、外傷等に対して適切な治療を行うため、専門医療機関、身近な地域における医療機関及び在宅における医療の提供体制の確保、保健所、精神保健福祉センター、市町村等による保健サービス等の提供体制の充実及びこれらの連携を促進します。

○　外傷等に対する適切な治療を行うため、救急医療、急性期医療等の提供体制の確保及び関係機関の連携を促進します。






Ⅶ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜基本的な考え方＞
　障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう、障害のある人に配慮した情報通信機器・サービス等の提供や、障害のある人が利用しやすい情報通信技術の普及等様々な取組を通じて情報アクセシビリティの向上を推進します。あわせて、障害のある人が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサービスの円滑な利用の促進等の取組を通じて意思疎通支援を図ります。



。







現状と課題
○　障害のある人にとって、パソコン等ＩＴを活用した情報収集や情報交換は、社会参加やコミュニケーションの幅を広げる有効な手段となっています。
障害のある人がＩＴを活用することにより自立と社会参加が促進されるよう、県ホームページでの情報アクセシビリティの向上、障害者ＩＴサポートセンターおかやまの運営や、各種機材の貸出し等に取り組んできました。今後も、引き続き、情報通信におけるアクセシビリティの向上等を更に進め、コミュニケーションの円滑化に努める必要があります。

○　障害のある人を対象としたアンケートでは、42.6％の人が「一人で外出する」と回答しており、単独での行動が多くなるため、外出先での障害のある人のためのトイレの整備状況、視覚障害のある人のための誘導ブロックの敷設状況等、各地域のバリアフリー情報を適切に提供していく必要があります。

○　障害のある人が自立し、社会参加するためには、意思疎通手段が確保されている必要があります。これまでも障害のある人の種別・特性に応じ、意思疎通の支援人材の充実を図ってきました。今後も、多様な障害特性に対応した意思疎通支援の充実が必要です。

○　令和元(2019)年６月に読書バリアフリー法が施行され、視覚障害のある人等の読書環境を整備促進し、障害の有無にかかわらず、すべての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恩恵を受けることができる社会の実現に向けた取組みを進めます。




取組の方向性
１　情報通信における情報アクセシビリティの向上　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　県内各地域の市役所等の公共施設と連携した岡山情報ハイウェイ等の高速ネットワーク網や、公衆無線LAN サービス「おかやまWi-Fi」を活用することにより、障害のある人や高齢者を含む誰もが、ウェブで提供されている情報を利用しやすくする、いわゆるウェブアクセシビリティに配慮しながら、時間・距離に制約されない幅広い交流を促進します。

○　県における情報通信機器及びサービス等（県ホームページに関するサービスやシステム
等）の調達・開発は、障害のある人に配慮した情報アクセシビリティの向上を推進し、国
際規格、日本産業規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて、引き続き実施します。

○　高齢者や障害のある人を含め、誰にでも支障なく利用できるよう、ホームページ管理システム（CMS ： Content(s) Management System）を使用して、アクセシビリティに配慮したホームページを作成します。

○　障害のある人に対するＩＴ（情報通信技術）相談等を実施する「障害者ＩＴサポートセンターおかやま」の運営の充実等により、障害のある人の情報通信技術の利用及び活用の機会の拡大を図ります。

○　聴覚障害のある人が電話を一人でかけられるよう支援する電話リレーサービスの普及を促進します。

○　読書バリアフリー法の趣旨に基づき、国と連携を図りながら、視覚障害のある人等の読書環境の整備促進に努めます。

２　情報提供の充実等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　
○　岡山県視覚障害者センターにおいて、視覚障害のある人の支援を図るため、新聞等を即時点訳するネットワーク事業や点字図書の貸出し等を行い、情報提供やボランティア活動の拠点としての機能充実を図ります。

○　岡山県聴覚障害者センターにおいて、聴覚障害のある人への情報提供の充実を図り、文化・学習・レクリエーション活動等を支援するため、字幕（手話）付き映像ライブラリー等の制作・貸出、情報機器の貸出等コミュニケーション支援、相談事業、手話通訳者及び要約筆記者の養成及び派遣のためのコーディネート等を行っていきます。
また、情報通信技術（ICT）の発展に伴うニーズの変化も踏まえながら、情報提供やボランティア活動の拠点としての一層の機能充実を図ります。
○　県内の施設のバリアフリー情報について、インターネット等を通じて継続的に情報提供するよう取り組みます。

３　意思疎通支援の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のため意思疎通を図ることに支障がある人に対して、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、失語症者向け意思疎通支援者等の派遣、設置等による支援を行うとともに、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、点訳奉仕員、失語症者向け意思疎通支援者等の養成研修等の実施により人材の育成・確保を図り、コミュニケーション支援を充実させます。
また、市町村に対し、点訳・代筆・代読・音声訳等の意思疎通支援事業の取組を促すとともに、市町村が実施する手話奉仕員養成事業等の実施率の向上を図り、意思疎通支援者の拡大を図ります。
    
○　視覚障害のある人に対し、コミュニケーション等に関する支援機器の情報や体験の場等を提供することにより、ニーズを踏まえた支援機器の普及を図り、情報のバリアフリー化を推進します。　

○　意思疎通に困難を抱える人が自分の意志や要求を的確に伝え、正しく理解してもらうことを支援するための絵記号（ピクトグラム）等の普及を図ります。

４　行政情報のアクセシビリティの向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人を含むすべての人の利用のしやすさに配慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組むとともに、県ホームページづくり等に当たってウェブアクセシビリティの向上等に向けた取組を推進します。
	
○　障害のある人への障害者施策に関する情報提供及び緊急時における情報提供等を行う際には、手話・字幕・音声等の適切な活用や知的障害のある人、精神障害のある人等にも分かりやすい情報の提供に努める等、多様な障害の特性に応じた配慮を行います。

○　広報誌については、「点字広報おかやま」を発行する等、引き続き、視覚障害のある
人へ行政情報を提供に努めます。

○　災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害のある人に対して適切に情報
を伝達できるよう、民間事業者、消防機関、警察等の協力を得つつ、障害特性に配慮した
情報伝達の体制の整備を促進します.

○　障害福祉サービス等の利用者等がワンストップで情報収集できるよう、全国の障害福祉サービス等事業者の情報を収集した（独）福祉医療機構が運営する「障害福祉サービス等情報公表システム」の活用を図ります。
Ⅷ 防災・防犯等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜基本的な考え方＞
　障害のある人が地域社会において、安全に安心して生活することができるよう、災害に強い地域づくりを推進するとともに、災害発生時における障害特性に配慮した適切な情報保障や避難支援、避難所等の確保、福祉・医療サービスの継続等を行うことができるよう、防災や復興に向けた取組を市町村や関係機関等と連携して推進します。
また、障害のある人を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対策や消費者トラブルの防止に向けた取組を推進します。
。










現状と課題
１　防災対策の推進
○　平成30(2018)年７月に発生した西日本豪雨災害において、本県では、梅雨前線による豪雨により、倉敷市真備町地区等県下各地で甚大な被害が発生しました。特に岡山市、倉敷市、総社市等では河川の氾濫、土砂災害により大きな被害を受け、災害による死者が61名、避難生活中の体調不良等で亡くなられた方が34名、行方不明者が３名（令和３(2021)年２月時点）であり、住家被害は県内で全壊4,830戸、半壊3,365戸、 床上・床下浸水は、7,058戸にのぼるとともに、最大で６市町約31,117戸が断水する等、甚大な被害が発生しました。

○　西日本豪雨後も日本全国で、集中豪雨や台風による想定を上回る災害が発生し、また本県では南海トラフ地震が高い確率で発生することが予想されており、要配慮者(*1)や避難行動要支援者(*2)の安全を確保することが重要な課題となっています。
このため、地域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、障害者関係団体、障害福祉サービス事業者、ボランティア等の多様な主体の協力を得ながら、平常時から要配慮者に関する情報を把握し、関係者と共有することにより、情報伝達体制を整備するとともに、自らの安全は自らで守る「自助」、地域において互いに助け合う「共助」、県及び市町村等の公的機関がこれを補完し行う「公助」を基本として各関係機関が連携し、様々な災害に備える必要があります。

○　災害対策基本法により、市町村長に「避難行動要支援者名簿」の作成等が義務付けられる等、障害のある人を含む災害時に自力で迅速な避難行動をとることが困難な人に対する避難支援等の対策が強化されました。
市町村においては、個別計画(*3)の作成や社会福祉施設等を活用した「福祉避難所」の指定をはじめ、日頃の備え、発災後の応急対策、生活の再建といった各段階に応じた対策を準備し、要配慮者支援体制を強化することが求められています。

○　障害のある人を対象としたアンケートでは、災害時の対応について「あなたは、地震や風水害等の災害時に一人で避難できますか。」という問いに対し、「できない」が51.4％と最も高く、「できる」（28.2％）、「わからない」（18.7％）となっています。
障害種別にみると、知的障害のある人は「できない」（74.4％）が「できる」（9.3％）を大きく上回っており、知的障害のある人の多くが、災害時の不安を抱えていることが明らかになりました。
このため、障害のある人等の要配慮者が安全に避難し、避難先で安心して生活できるように、市町村、自主防災組織、地域住民、保健福祉施設、関係団体等の連携による支援体制を整備することが重要です。

○　障害のある人等の要配慮者が住み慣れた地域で安心して生活するためには、防災対策が適切に講じられていること、また、災害情報の伝達や災害発生時における避難誘導等が適切に行われる等災害に強い地域づくりを推進していく必要があります。

○　要配慮者利用施設(*4)が、浸水想定区域や土砂災害警戒区域に立地し、市町村地域防災計画に位置付けられている場合、当該施設管理者等は避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務付けられています。

○　障害のある人等の要配慮者については、それぞれの障害特性等に応じた対策が必要です。

○　基本的に、避難は家族とともに行われますが、家族による援助を受けにくい人も多くいます。障害のある人を対象としたアンケートでは、「家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所にあなたを助けてくれる人はいますか。」という質問に対しては、「いない」（31.5％）と「わからない」（34.2％）で７割近くを占めており、「いる」（28.6％）となっています。
障害種別にみると、発達障害のある人は「いない」が59.7％とすべての障害の中で最も高くなっています。次いで、知的障害のある人が40.4％、精神障害のある人（在宅者）が、39.4％となっています。こうした人々は、被災家屋に取り残されるおそれがあり、安否確認が困難となるので、単独行動は極力避け、地域住民の協力応援を得て、避難することが必要です。

○　障害の特性によっては、意思の疎通等様々な行動が制限されることから、災害時に周囲の情報が入らず、適切な避難や判断につながらない可能性があります。そのような場合、周囲の人の手助けが大切な命を救う大きな力となります。障害のある人に対する周囲の人の理解と協力が大切です。

○　災害発生時は、常時医療の対象となる人、避難生活により慢性的疾患が顕著になる人等、特に介護を要する人について、適切な医療介護環境の整った施設への入所や福祉避難所等へ避難を誘導する必要があります。

○　要配慮者に対しては、発災後の避難誘導、避難所等における情報提供や応急生活の支援等、様々な場面を想定した平時からの備えが重要であることから、避難所等におけるバリアフリー化や障害特性等に応じた情報提供手段の整備等、福祉のまちづくりの観点も踏まえて計画的に推進していくことが必要です。

○　災害時には、特別な技能知識を要する専門ボランティアの需要が高まること、また一般のボランティア活動を効率的に進めるうえで、現場において的確な判断と活動ができるボランティアリーダーが求められることから、これらボランティアの養成と登録を平常時から実施しておく必要があります。

(*1)要配慮者---高齢者や障害のある人、乳幼児その他の特に配慮を要する人。「避難行動要支援者」を含む。
(*2)避難行動要支援者---要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な人であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人
(*3)個別計画---災害時に避難支援を実効性のあるものとするため、避難行動要支援者に登載された避難行動要支援者ごとに具体的な支援方法を記載したもの
(*4)要配慮者利用施設---社会福祉施設等の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

２　安全・安心な生活・社会環境の整備
○　県民の安全・安心を確保するため、岡山県犯罪のない安全・安心まちづくり条例（平成１８年岡山県条例第６４号）に基づき、関係機関と連携し、犯罪に強いまちづくりを推進していく必要があります。

○　地域での日常生活において、障害のある人の安全・安心を確保するためには、警察や消防等にアクセスする際の困難を軽減する等、障害のある人の特性に配慮した取組が必要です。

○　障害のある人が犯罪や性被害、消費者被害等に巻き込まれないために、障害のある人の防犯及び消費者トラブルに対する意識の高揚を図るとともに、防犯対策や消費者被害の未然防止に向けた仕組み作りが大切です。




取組の方向性
１　防災対策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(１)災害に強い地域づくりの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害に強い地域づくりに向け、国、県、市町村、指定公共機関等が、岡山県地域防災計画で定めたそれぞれの果たすべき役割を的確に実施するとともに、相互に密接な連携を図ります。あわせて、県及び市町村が連携し、住民への防災知識の普及や地域住民や事業者等が相互に連携、協力して行う自主防災組織活動を促進し、国、公共機関、県、市町村、事業者、住民等が一体となって地域防災力の向上を図ります。

○地域防災計画等の作成
防災関係部局と福祉関係部局の連携のもとで、地域防災計画を必要に応じて適宜見直し、障害のある人等にも配慮した計画づくりに努めます。

○防災訓練の実施
県が実施する防災訓練において障害特性に応じた要配慮者対象の訓練を積極的に取り入れるとともに、市町村や保健福祉施設等における適切な防災訓練の実施を促進し、被災時の安全の確保を図ります。
障害のある人等に配慮した自主防災組織の防災訓練計画の指導、助言に努めます。

○災害への対応
災害発生時において、人的被害、住家被害等被害状況の確認・把握に努め、災害救助法の適用の決定や救助方法の検討等を行うとともに、必要に応じて市町村への救助の委任を行う等、災害救助法の適切な運用を行います。

○福祉避難所の指定促進
今後発生が想定される大規模地震や、台風等の風水害による被災に対して、福祉避難所の指定箇所数の増加や施設・設備の拡充、住民への周知等をあらかじめ十分行っておくよう市町村への働きかけに努めます。

○難病患者等の支援、防災意識の高揚
緊急時（災害時）には、平成22(2010)年度に策定（令和元(2019)年度改訂）した「難病患者等の行動・支援マニュアル」に基づき、関係機関・団体等とも連携し、迅速かつ安全で適切な支援活動を行うとともに、緊急時の援護に有益な情報を記載した緊急医療支援手帳を難病患者に配布することで、防災意識の高揚を図ります。

○災害に強いＩＴ基盤の構築
災害発生時におけるホームページへのアクセス集中等を軽減するための他県との連携や避難所となる公共施設等における無線LAN利用環境の整備促進を図る等、災害時の「ライフライン」となる情報通信ネットワーク、システム等ＩＴ基盤の災害対策を進めます。

(２)土砂災害等防止対策　　　　　　　　　　　　　　
○　要配慮者利用施設が土砂災害のおそれのある箇所に立地している場合において、砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策事業等のハード対策や、市町村が作成したハザードマップ、インターネット等を通じた土砂災害警戒区域等の公表等のソフト対策を、市町村と一体となって取り組みます。

○　水害・土砂災害が発生するおそれがある場合に、要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保
を図るため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に立地し、市町村地域防災計画に位置付
けられている要配慮者利用施設について、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施を支援
します。

(３)障害特性に配慮した情報伝達の体制整備　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に、障害のある人等に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業者の協力を得つつ、障害特性等に配慮した情報伝達の体制整備を促進します。なお、必要とされる情報伝達の方法等は、障害の特性・程度等によって様々であることに留意します。特に、視覚障害のある人や聴覚障害のある人等は情報の取得や意思疎通が制限されるため配慮が必要です。

○　行動の制約を伴う障害のある人等要配慮者に対して、IT技術等を活用して、迅速かつ正確に情報伝達が行われるよう効率性や視認性を確保した各種取組を行います。

○　火災や救急事案の発生時に聴覚・言語機能に障害のある人がいつでもどこからでも円滑な緊急通報が行えるよう、消防本部におけるスマートフォン等を活用した音声によらない緊急通報システムの導入を推進します。

(４)災害時における要配慮者等の安全確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　障害のある人等の要配慮者について、その状況を把握し、それに応じて防災知識の普及を図るとともに、緊急時に備え、要配慮者及びその保護者等との連絡体制、状況の確認方法等の整備・把握に努めます。

○　県は、市町村が、市町村地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携のもと、平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握して避難行動要支援者名簿を作成、更新し、災害発生時の効果的な利用により、避難行動要支援者に対する避難支援や迅速な安否確認等が適切に行われるよう働きかけます。

○　災害時において、要配慮者に対する情報提供や支援等が迅速かつ的確に行われるよう、要配慮者の特性等に応じた避難支援個別計画作成等市町村における体制整備を支援します。

○　障害のある人がいざというときに円滑に避難行動が取れるよう、障害のある人やその家族自らがあらかじめ作成する「災害時サポートブック」の普及・周知に努めます。

○　介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、その所在する県や近隣県における同種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請します。

○　市町村と協力して、要配慮者の実情に配慮した防災知識の普及啓発を行うとともに、社会福祉施設等において適切な防災教育が行われるよう指導します。また、要配慮者に対して、市町村においては避難支援個別計画等による支援制度があることを周知するよう努めます。

(５)福祉避難所の確保・バリアフリー化の推進・必要な物資の確保等　　　　　　　
○　避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに、障害のある人が、避難所において、必要な物資を含め、障害特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよう、市町村における必要な体制整備を支援します。

○　福祉避難所として利用可能な施設の把握及び福祉避難所の指定を行うよう市町村へ働き
かけ、必要な場合は、社会福祉施設等の関係団体と協力協定の締結等を行います。

○　福祉避難所の設置や運営マニュアルの作成等を促進するほか、専門的人材の確保や必要
な物資の備蓄を行う等、平時から県・市町村と福祉関係団体等が連携し、災害時に福祉支援を機能させるための体制構築・強化を進めます。

○　災害時の福祉避難所における障害のある人等要配慮者に対する相談については、各地域の相談支援事業所や障害のある人の支援団体等と連携を図りながら、適切な支援を行うための体制を整備します。

(６)障害者支援施設・医療機関等における災害対策の推進、ネットワークの形成
○　災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供することができるよう、障害者支援施設・医療機関等における災害対策を推進するとともに、福祉避難所の協定等、地域内外の他の社会福祉施設・医療機関等との広域的なネットワークの形成に取り組みます。


(７)ボランティアの確保・養成等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　ボランティアの自主性を尊重しつつ、災害時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、平常時から、社会福祉協議会、日本赤十字社等との連携を図ります。

○　手話通訳等の専門ボランティアの迅速かつ有効な活用を図るため、県災害救護専門ボランティアの研修や登録を行います。また、市町村と協力して、障害のある人等に対して防災知識の普及啓発を行います。

(８)西日本豪雨等災害からの復興支援等　　　　　　　　　　　　　　　　
○　仮設住宅等に入居する被災者が、それぞれの環境の中で安心した日常生活を営むことができるよう、孤立防止等のための見守り支援や日常生活上の相談を行った上で被災者を各専門相談機関へつなぐ等の支援を行います。

２　防犯・交通安全対策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　県警察ホームページをはじめ、「くらしの安全Web Map」や「ももくん・ももかちゃん安心メール」、交番・駐在所が発行するミニ広報紙等のあらゆる媒体を通じて、不審者情報・防犯情報等を発信し、犯罪被害防止啓発を行う等支援体制を強化します。

○　事件・事故発生時に聴覚・言語障害のある人等が１１０番通報することができる「１１０番アプリ」、「ファックス１１０番」及び「メール１１０番」の一層の普及促進を図ります。

○　警察職員に対し、障害等に対する理解を深めるための研修の充実に取り組むとともに、障害のある人のコミュニケーションを支援するため、手話を行うことのできる警察職員の育成、コミュニケーション支援ボードの活用等を図ります。

○　岡山県犯罪のない安全・安心まちづくり条例に基づき、市町村、自治会等、ボランティア・ＮＰＯ、事業者及び障害のある人も含めたすべての県民との連携協働により、安全・安心なまちづくりを推進します。

○　高齢社会の進展に伴い、障害のある人や高齢者も含めた県民の交通事故を防止するため、周囲環境の安全対策、交通安全意識の高揚と保護・誘導啓発活動の推進を図ります。

○　障害のある人を含む性犯罪・性暴力の被害者が相談しやすい環境を整備するため、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの体制強化を図ります。


３　消費者トラブルの防止及び被害からの救済　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な発信を行うとともに、その被害からの救済に関して必要な情報提供を行い、消費者トラブルの防止及び被害からの救済を図ります。

○　障害者団体、消費者団体、福祉関係者、行政等、地域の多様な主体の連携を促進し、消費者被害に遭うリスクの高い障害のある人や高齢者等を地域で見守る安全安心ネットワークの構築に取り組みます。

○　岡山県消費生活センター等におけるファックスやＥメール等での消費生活相談の受付や、相談員等に対する研修の実施等の取組を推進することにより、障害のある人の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図ります。

○　消費者トラブルの防止及び障害のある人の消費者としての権利利益の擁護・増進に資するよう、障害のある人及び障害のある人に対する支援を行う者の各種消費者教育関係講座への参加の促進等により、障害のある人等に対する消費者教育を推進します。
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Ⅸ 差別の解消及び権利擁護の推進　　　　　　　　　　　　　
＜基本的な考え方＞
　社会のあらゆる場面において、障害を理由とする差別の解消を進めるため、市町村、障害者団体等の様々な主体の取組との連携を図りつつ、障害者差別解消法の一層の浸透に向けた広報・啓発活動を実施するとともに、事業者や県民の幅広い理解の下、環境の整備に係る取組を含め、障害者差別の解消に向けた取組を幅広く実施します。あわせて、障害者虐待防止法に基づく障害者虐待の防止等、障害者の権利擁護のための取組を進めます。

。





現状と課題　
１　障害を理由とする差別の解消の推進
○  平成28(2016)年４月から障害者差別解消法が施行され、相談窓口である障害者差別解消相談センターを設置し、障害を理由とする差別の解消に努めてきました。今後も障害を理由とする差別を解消する施策及び合理的配慮の更なる推進が必要です。

○　障害のある人を対象としたアンケートによると、障害があることで差別や嫌な思いをした人は、「ある」（21.9％）、「少しある」（23.3％）と合わせて半数近くいます。
障害種別にみると、知的障害のある人の「ある（「ある」と「少しある」の合計）」は、63.5％、精神障害のある人（在宅者）は66.4％、発達障害のある人は74.6％と半数を超えています。

○　同アンケートでは、差別や嫌な思いをした場所は、「外出先」が41.7％と最も高く、次いで「学校・仕事場」（38.5％）「住んでいる地域」（27.7％）、「病院などの医療機関」（16.8％）、「余暇を楽しむとき」（15.3％）、「仕事を探すとき」（14.3％）となっています。
障害種別にみると、身体障害のある人、知的障害のある人は「外出先」が最も高く、精神障害のある人（在宅者）、精神障害のある人（入院患者）、発達障害のある人は「学校・仕事場」が最も高くなっています。

２　権利擁護の推進
○　平成24(2012)年10月から障害者虐待防止法が施行され、障害のある人やその家族が相談できる権利擁護センターを設置し、各種専門相談を実施するとともに、障害者虐待の防止に努めてきました。今後も障害のある人の権利擁護の推進のため、更なる取組が必要です。

○　障害のある人を対象としたアンケートによると、成年後見制度の認知度は、「名前も内容も知っている」（35.4％）、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らない」（29.5％）、「名前も知らない」（27.0％）となっています。

３　行政機関等における配慮及び障害のある人の理解促進等
○　障害者差別解消法においては、「行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。」と定められています。
障害のある人の権利利益を侵害することがないよう、必要かつ合理的な配慮を実施する必要があります。

取組の方向性
１　障害を理由とする差別の解消の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　
○　障害者差別解消法及び同法に規定される基本方針等に基づき、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や、障害のある人に対する必要かつ合理的な配慮の提供を徹底する等、障害を理由とする差別の解消に向けて着実に取組を進めます。

○　障害者週間における啓発活動や、障害の特性を理解し、障害のある人が困っていることに対し、ちょっとした手助けや心くばり等実践する「あいサポーター」を養成し、障害のある人への理解を事業者や県民に広めていきます。

○　雇用分野における障害のある人に対する差別の禁止及び障害のある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が障害者雇用促進法（平成28年４月施行）により義務化されたことにより、障害のある人とない人との均等な機会及び待遇の確保について、岡山労働局等関係機関と連携して啓発・周知を行ないます。

○　障害のある人に対する差別に関する相談窓口である障害者差別解消相談センター、及び関係機関の連携を強化する障害者差別解消支援地域協議会を設置し、差別解消に関する体制の整備を推進します。

２　権利擁護の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
○　障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動や、市町村や障害者福祉施設等の職員を対象とした研修を行うとともに、同法の適切な運用を通じ、障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に取り組みます。

○　障害者虐待を防止し、その被害からの救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の充実に取り組むとともに、その利用の促進を図ります。また、障害者相談員の資質向上を図り、障害のある人の権利擁護のための取組を支援します。

○　判断能力が不十分な者による成年後見制度の適切な利用を促進し、地域において自立した生活が送れるよう、市町村等関係機関と連携し、制度が利用しやすい体制の整備に努めるとともに、普及啓発及び利用促進に努めます。

○　障害のある子どもへの虐待については、児童虐待防止法、障害者虐待防止法等に基づき、市町村等の関係機関と連携しながら、障害のある子どもに対する虐待防止等を促進します。「岡山県障害者権利擁護センター」、市町村設置による「障害者虐待防止センター」による虐待防止と併せて、子ども・子育て支援制度による子育て支援を通じた防止対策の充実を図っていきます。

３　行政機関等における配慮及び障害のある人の理解促進等　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　県における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解消法に基づき県職員を対象とした職員対応要領を策定し、障害のある人が必要とする社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を行うとともに、ハード・ソフト両面にわたり、必要な環境整備を進めます。

○　県や市町村等の職員が、障害及び障害のある人に関する理解を促進するため必要な研修を実施し、窓口等における障害のある人への配慮の徹底を図ります。

○　県における行政情報の提供等に当たっては、情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえながら、障害特性に配慮した情報提供に努めます。

○　県職員等採用試験において、障害のある受験者から要望があった場合に、障害特性に応じた合理的配慮を提供し、障害のある受験者に不利が生じないよう配慮します。

○　障害のある人が適切に選挙権を行使することができるよう、障害特性に配慮した候補者
の情報等の提供に努めます。

○　移動に困難を抱える障害のある人に配慮した投票所のバリアフリー化、障害のある人の利用に配慮した投票設備の設置等、投票所における投票環境の向上に努めます。
　　
○　障害のある人が自らの意思に基づいて円滑に投票できるよう、代理投票の適切な実施等の取組を促進します。

○　指定病院等における不在者投票、郵便等における不在者投票の適切な実施の促進により選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困難な障害者の投票機会の確保に努めます。
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第３章　数値目標

○ 「第２章 施策の展開」に掲げる主な取組を、着実かつ効果的に実施するため、数値目標を設定します。
○  計画の進行管理については、県障害者施策推進審議会にて進捗状況等を報告し、意見を踏ま
えたうえで効果的な施策の推進を図ります。

Ⅰ　地域生活の支援
	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	共同生活援助（グループホーム）の整備見込量(定員数)
	2,022人
	R1
	2,400人
	R7

	ペアレントメンターの人数
	48人
	R1
	60人
	R7




Ⅱ　安全・安心な生活環境の整備
	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	岡山県福祉のまちづくり条例による届出及び協議における整備項目適合率
	42.0%
	R1
	50%
	R7

	おかやまＵＤアンバサダー※１）の登録者数
	20人
	R2
	30人
	R7


※１）ユニバーサルデザインの考え方や県内における取組を広く県民を対象としたUD講座や、SNS等を使って発信することができる人材

Ⅲ　教育の振興※2)

※2)


	目標項目　
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	特別な支援を必要とする児童生徒のうち、入学時に個別の教育支援計画等を引き継いだ割合　　
	小学校　 56.6%
中学校　 61.8%
高等学校 46.7%
	R1
	小学校　100%
中学校　100%
高等学100%
	R4

	特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有率　
	87.5%
	R1
	91%
	R4


※２）目標数値は、特別支援教育推進プランで設定


Ⅳ　文化芸術活動・スポーツ・国際交流等の推進※3)


	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	文化芸術公募展への応募作品数　
	205点/年
	R1
	250点/年
	R4

	障害者スポーツ・レクリエーション教室等の開催回数
	53回/年
	R1
	50回以上/年
	R7


※３) 目標数値は、おかやま文化振興ビジョンで設定


Ⅴ　雇用・就業、経済的自立の支援※4)


	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	福祉施設及び障害者就業・生活支援センターを利用して一般就労した人の数　 
	　730人／年
	R1
	3,000人
	R3
～
R7

	特別支援学校高等部卒業生の就労の割合
	43.1%
	R1
	50%
	R4


※４)  目標数値は、特別支援教育推進プランで設定


Ⅵ　保健・医療の充実
	目標項目  
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	精神障害にも対応した地域包括ケアシステム　保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置　
	16市町村
	R1
	全市町村で設置
	R7

	医療的ケア児等支援者養成研修を受講修了した人の累計
	18人
	R1
	80人
	R7









Ⅶ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実
	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	障害者ＩＴサポートセンター利用者数
	483人/年
	R1
	500人/年
	R7

	
点訳奉仕員、朗読奉仕員の養成研修を受講修了した人の数

	点訳奉仕員　3人/年
朗読奉仕員　8人/年
	R1
	点訳奉仕員　15人
朗読奉仕員　35人
	R3
～R7

	意思疎通支援者の県登録者数
	手話通訳者　158人
要約筆記者　167人
盲ろう者向け通訳・介護員　　 　87人
失語症向け意思疎通支援者       21人
	R1
	手話通訳者  180人
要約筆記者  190人
盲ろう者向け通訳・介護員 　　  90人
失語症向け意思疎通支援者   　 100人
	R7




Ⅷ　防災・防犯等の推進※7)

※5)


	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	避難支援個別計画作成に向けて取り組み始めた地区のある市町村数　
	９市町村
	R1
	27市町村
	R6

	
「消費者安全確保地域協議会」※６）を設置した市町村の数

	2市
	R2
	10市町村
	R7


※５）目標数値は、岡山県国土強靭化地域計画で設定
※６）高齢者や障害のある人等の消費者被害防止や被害の早期発見のために、地域の福祉関係者、事業者、警察等が連携し、必要な情報交換、見守り活動等を行う組織
※７）目標数値は、岡山県消費生活基本計画で設定


Ⅸ　差別の解消及び権利擁護の推進
	目標項目
	現　状
	目　標

	
	現状数値
	根拠
年度
	目標数値
	目標
年度

	あいサポーター研修を受講修了した人の累計
	26,230 人 
	R1
	38,230人
	R7
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